
食品分野におけるプライベート・ブランド商品の取引に関する実態調査報告書（概略図）

１ 調査票の発送数及び回答者数等

３ 調査方法

食品のプライベート・ブランド商品（以下「ＰＢ商品」という。）について，製造委託又は発注を行う
小売業者等と製造を請け負ったＰＢ商品の納入取引を行っている製造業者等との間の取引を対象
とした。それぞれに対し，ＰＢ商品に係る取引高上位５社との取引について回答を求めたところ，
小売業者等から９７８取引，製造業者等から１,８３５取引について回答があった。

⑴ ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る行為

小売業者

ボランタリー
チェーン 卸売業者

卸売業者

製造業者

①規格，意匠，型式等を指定して
製造委託

②発注

③納品

第２ 調査結果①

第１ 調査内容

２ 調査対象期間等

調査票発送日：

回 答 期 限：

調査対象期間：

平成２６年２月２１日

平成２６年３月２０日

平成２５年１月１日から平成２５年１２月３１日

ＰＢ商品の取引を開始する際，商品の安全に関わる使用原材料等の情報とともに，

当社の原材料の調達費用，原価構成といった項目についても開示を求められる。そして，

当社が開示した情報を基に，価格交渉において，納入価格の引下げを要請されている。

【回答が多かった行為の内容①】

原価構成や製造工程に係る情報など，開示することにより価格交渉等において不利
な立場に立つこととなる情報の開示を取引条件として設定するもの

…製造業者等：１，８３５取引のうち１５６取引 （８．４％）

【具体的回答事例１】

当社が取引しているＰＢ商品は，元々ＮＢ商品として取引している商品のうち，売行

きの良い商品について，包材だけを変えてＰＢ商品として取引している場合が多い。

この場合，当社の製造原価は変わらないが，ＰＢ商品となる際には３割程度納入単

価を引き下げるように求められている。

【回答が多かった行為の内容②】

ナショナル・ブランド商品（以下「ＮＢ商品」という。）と同水準の原材料の使用
を求めるにもかかわらず，取引価格についてはＮＢ商品より著しく低い価格での取引
を要請するもの

…製造業者等：１，８３５取引のうち９０取引（４．９％）

【具体的回答事例】

ＮＢ商品の取引を行っていた総合スーパーと新たにＰＢ商品の取引を行うこととなり，

その取引条件を交渉していた際，要求されるＰＢ商品の水準に比べて納入価格が低く

設定されていたため，「提示された条件では取引できません。」と断わろうとしたことが

ある。その際，総合スーパーの営業担当者から，「今回のＰＢ商品の製造委託に応じ

てくれないのであれば，ＮＢ商品も扱わないよ。」と言われ，実際に，ＮＢ商品の一部の

取引が停止された。

【回答が多かった行為の内容③】
利益率が低い等により，ＰＢ商品の製造委託の要請を断ろうとしたところ，ＮＢ商品

の取引の中止，取引数量の減少をちらつかせ，製造委託に応じるように要請するもの

…製造業者等：１，８３５取引のうち３９取引（２．１％）

【具体的回答事例】

注 １つの取引で，小売業者等から複数の行為を受けたものの重複を排除している。以下同じ。

小売業者等からＰＢ商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用とな
り得る行為を受けたと製造業者等が回答した取引

…１，８３５取引のうち１９８取引注 （１０．８％）

対象事業者 発送数（Ａ）
回答者数（Ｂ）

（Ｂ／Ａ）

ＰＢ商品の取引を行っ
ている事業者（Ｃ）

（Ｃ／Ｂ）

小売業者等 ５００名
３３４名
（６６．８％）

２３８名
（７１．３％）

製造業者等 ３，０００名
９４０名
（３１．３％）

５７０名
（６０．６％）

１ 優越的地位の濫用となり得る行為の状況

取引先から開示を求められる当社の製品の原料の使用割合に関する情報は，取

引先との間でいくら守秘義務契約を結んでいたとしても，一度外部に出てしまえば他
の製造業者等に同様の商品を製造されてしまうおそれがあるが，今後の取引の
ことを考えると，こうした情報の開示を拒むことはできない。

【具体的回答事例２】
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食品分野におけるプライベート・ブランド商品の取引に関する実態調査報告書（概略図）

第２ 調査結果②

⑵ ＰＢ商品の取引に係るその他の行為

コンビニエンスストアにＰＢ商品を納入する際，新商品については，「初回導入

費」と称し，通常の納入金額より低い価格で納入し，通常の納入金額との差額分

を当社が負担するように要請されている。

大体１商品当たり５円から１５円の値下げを平均的な納入数量である１５万個に

ついて要請されるので，１回当たりの負担は１００万円を超える金額になる。

【回答が多かった行為類型①】

協賛金等の負担の要請…製造業者等：１，８３５取引のうち６７取引 （３．７％）

【具体的回答事例】

小売業者等から前記⑴以外の優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと
製造業者等が回答した取引

…１，８３５取引のうち１６２取引 （８．８％）

食品スーパーとの取引では，取引条件として検査費用に係る項目は設定されて
いないが，この食品スーパーが指定した業者で検査を受けなければ商品を受領し
てもらうことができない。
また，近年の消費者の安全志向の高まりを受け，この食品スーパーから要求され

る検査項目や検査基準は年々厳しくなり，必要以上と思われる検査を受けるように
求められるようになっている。ＰＢ商品の場合，本来は，商品の安全を確保するため
の検査費用については，小売業者等が一部は負担すべきと考えているが，こうした

検査に係る費用は全て製造業者等の負担となっている。

【回答が多かった行為類型②】

その他不利益となる要請…製造業者等：１，８３５取引のうち４０取引 （２．２％）

【具体的回答事例】

３ 優越的地位の濫用となり得る行為がみられた取引の傾向

２ 消費税の転嫁拒否等の行為

製造業者等からの回答１，８３５取引のうち，ＰＢ商品の取引に関して，

「転嫁拒否等の行為を受けたことがある。」…２２取引（１．２％）

（うち転嫁拒否等の行為を受け入れたのは，９取引）

「転嫁拒否等の行為を受けたことはない。」 … １，７５６取引（９５．７％）

第３ ＰＢ商品の取引を行う上での問題点
1 ＰＢ商品の取引において優越的地位の濫用となり得る行為が行われる
際の特徴

⑴ 今回の調査では，ＰＢ商品の取引を開始する際に，小売業者等から取引
条件の設定に係る優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと製造業者
等が回答した取引が相対的に多くなっていた。
製造業者等からの回答として最も多かった行為の内容は，原価構成や

製造工程に係る情報など，開示することにより価格交渉等において製造
業者等が不利な立場に立つこととなる情報の開示を取引条件として設定
されているものであった。こうした取引では，取引の開始後にも，取引
の対価の一方的決定，減額等の他の行為類型に該当する行為が行われる割
合が相対的に高くなっていたところであり，公正取引委員会として，上記
のような情報の開示を取引条件と して設定すること自体についても注視
していく必要がある。

⑶ 上記１⑴のような結果となった原因の一つとしては，小売業者等の側に
おいて，製造業者等との間で取引条件を設定する行為が，その態様に
よっては優越的地位の濫用となり得ることが意識されにくいためではな
いかと考えられる。

公正取引委員会としても，今後，違反行為の未然防止の観点から，こ
うした点について一層の周知を図っていく必要がある。

２ 優越的地位の濫用となり得る行為を行った小売業者等の業態

製造業者等が，１つ以上優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答した

２９０取引の内訳（上位５業態）

総合スーパー…６７取引（２３．１％） 生協…５３取引（１８．３％）

卸 売 業 者…４７取引（１６．２％）

食品スーパー…３１取引（１０．７％）

①小売業者等とのＰＢ商品に係る年間取引高が大きい取引，及び②資本金が

大きい小売業者等との取引において，製造業者等が小売業者等から優越的地位
の濫用となり得る行為を受けたと回答する割合が高くなるという傾向がみられた。

⑵ 製造業者等が，小売業者等からの取引条件の設定に係る要請を受け入
れている理由の一つに，ＮＢ商品の取引への影響を懸念していることが
考えられる。ＰＢ商品とともにＮＢ商品の取引も行っているような取
引においては，製造業者等は，ＰＢ商品の取引に関する要請を断ると，
ＮＢ商品の取引にも影響があると考え，自社に不利益となる要請であっ
ても受け入れざるを得ないものとして受け入れている場合があると考え
られる。

コンビニエンスストア…３４取引（１１．７％）
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食品分野におけるプライベート・ブランド商品の取引に関する 

実態調査報告書（概要） 

平成２６年６月２０日 

公 正 取 引 委 員 会 

第１ 調査の趣旨・方法等

１ 調査の趣旨

公正取引委員会は，独占禁止法上の優越的地位の濫用規制及び下請法に基づき，事業者に不

当に不利益を与える行為に対して厳正かつ効果的に対処するとともに，違反行為の未然防止に

係る取組を行っている。 

この未然防止の取組の一環として，優越的地位の濫用又は下請法の問題となり得る事例が見

受けられる取引分野について，従前より取引の実態を把握するための調査を実施してきたとこ

ろ，これまでに実施した実態調査において，一部のプライベート・ブランド商品の取引につい

て，返品，受領拒否といった優越的地位の濫用又は下請法違反となり得る事例が見受けられる

と指摘してきた。また，近年の下請法違反事件の中には，プライベート・ブランド商品の取引

に関するものが一定の割合を占めているところである。 

このような実情を踏まえ，平成２０年以降，国内のプライベート・ブランド商品が急激に売

上高を伸ばしていると言われている中で，プライベート・ブランド商品の取引において，小売

業者等による問題となり得る行為が行われていないかについて，その実態を把握する必要があ

ると考え，今般，プライベート・ブランド商品の中で売上規模の大半を占める食品分野におけ

るプライベート・ブランド商品の取引に関し，実態調査を実施することとした 1。 

また，平成２６年４月に消費税率が引き上げられたことを踏まえ，今回の調査においては，

優越的地位の濫用規制及び下請法の問題に関する実態だけではなく，消費税転嫁対策特別措置

法において禁止している消費税の転嫁拒否等の行為（減額，買いたたき等）の状況についても

調査を行った。 

1
プライベート・ブランド商品の市場規模は約3兆円と言われている（出典：「ＰＢ商品の裏側」『週刊東洋経済』2012.12.22）。

このうち，食品分野におけるプライベート・ブランド商品の市場規模については，平成 21年は約 2兆 1587億円，平成 24

年（見通し）は約 2兆 6385億円となっている（出典：いずれも「ＰＢ食品市場の最新動向と将来展望 2013」株式会社富士

経済，2012.12）。 

問い合わせ先  公正取引委員会事務総局経済取引局取引部企業取引課 

電話 ０３－３５８１－３３７３(直通) 

ホームページ  http://www.jftc.go.jp/ 
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２ 調査方法 
⑴ 書面調査 

本調査では，「小売業者（食品スーパー，総合スーパー，コンビニエンスストア等）」，「ボ

ランタリーチェーン 2等の共同仕入機構」，「卸売業者」など（以下「小売業者等」という。）

が，規格，意匠，型式等を指定して製造委託した「食品」のうち，小売業者等のオリジナル・

ブランドが付されていること，販売者として小売業者等の表示があることなど 3の特徴を有

する商品をプライベート・ブランド商品（以下「ＰＢ商品」という。）とした。 

また，ＰＢ商品について，製造委託又は発注を行う小売業者等と製造を請け負ったＰＢ商

品の納入取引を行っている「製造業者」又は「卸売業者」（以下「製造業者等」という。）と

の間の「取引」を対象とした。 

 

 

  

 

 

 

 

 

その上で，ＰＢ商品の製造委託を行っていると思われる小売業者等については５００名，

製造を請け負ったＰＢ商品の納入取引を行っていると思われる製造業者等について

は３，０００名を対象として，調査票を送付し，書面調査を実施した。 

調査票の発送数及び回答者数は，下記のとおりである。 

対象事業者 発送数（Ａ） 回答者数（Ｂ）（Ｂ／Ａ） 

小売業者等 ５００名 ３３４名（６６．８％） 

製造業者等 ３，０００名 ９４０名（３１．３％） 

そして，この書面調査において，ＰＢ商品の取引を現に行っている小売業者等及び製造業

者等に対して，食品のＰＢ商品に係る取引高が多い取引先上位５社との取引について，それ

ぞれ回答を求めたところ，小売業者等から９７８取引，製造業者等から１，８３５取引につ

いてそれぞれ回答があり，本調査では，これらの取引に係る回答を基に結果を取りまとめて

いる。 

2 資本的に独立した事業者が共同して組織化し，仕入れや販売，商品企画等に関する戦略を一元的に行うことで，スケー

ルメリットによるコスト削減，業務の効率化による競争力の確立を目指すものをいう。 
3 上記の例のほか，小売業者等の名称と製造業者等の名称の両方が記載されている商品，小売業者等の名称が記載されて

いないが，製造業者等の既存商品について，小売業者等が内容量や包装といった特別の仕様を指定しているような商品の

うち，仕様を指定した小売業者等以外に販売できない商品を調査対象としている。 

卸売業者 
卸売業者 

小売業者 

①規格，意匠，型式等を指定して 
製造委託 

②発注 

③納品 
ボランタリー 
チェーン等の 
共同仕入機構 

製造業者 
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⑵ ヒアリング 
書面調査に回答した製造業者等のうち，小売業者等から受けた要請等の内容を具体的に回

答した２７社を対象にヒアリングを実施した。 

 

３ 調査対象期間等 
⑴ 調査票発送日：平成２６年２月２１日 

⑵ 回 答 期 限：平成２６年３月２０日 

⑶ 調査対象期間：平成２５年１月１日から平成２５年１２月３１日 
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第２ 調査結果のまとめ 
１ 調査結果の概要 

⑴ 優越的地位の濫用となり得る行為の状況 
ア ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る要請 

(ア) ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る要請の状況 

製造業者等に対し，ＰＢ商品の取引を開始した経緯について聞いたところ，集計対象

とした１，８３５取引のうち，「ナショナル・ブランド商品（以下「ＮＢ商品」という。）

の取引のある小売業者等から要請を受けた。」が８５０取引（４６．３％），「ＮＢ商品の

取引がない小売業者等から要請を受けた。」が３０６取引（１６．７％）となっており，

ＰＢ商品の取引は，ＮＢ商品の取引の有無にかかわらず，小売業者等から要請を受けて

開始されることが相対的に多いという結果であった。 

そして，製造業者等から回答のあった１，８３５取引について，小売業者等からＰＢ

商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行為を受けたとの回答が

あった取引数，及び各取引数が１，８３５取引に占める割合について，具体的な行為

の内容ごとに，それぞれ一覧表の形でまとめると，図１のとおりとなる。 

また，図１においては，１つの取引で小売業者等から複数の行為を受けたものの重

複は排除していないが，この重複を排除すると，１，８３５取引のうち，小売業者等

から，ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行為を１つ以

上受けたとの回答があった取引は，合計欄に記載の１９８取引（１０．８％）となる。 

 

図１ ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行為 

行為の内容 
優越的地位の濫用と 

なり得る行為を受けたと
回答した取引数 

集計対象取引数に 

占める割合 

原価構成や製造工程に係る情報など，開示するこ
とにより価格交渉等において不利な立場に立つ
こととなる情報の開示を取引条件として設定す
るもの 

１５６取引 ８．４％ （156/1835） 

ＮＢ商品と同水準の原材料の使用を求めるにも
かかわらず，取引価格についてはＮＢ商品より著
しく低い価格での取引を要請するもの 

９０取引 ４．９％ （90/1835） 

利益率が低い等により製造委託の要請を断ろう
としたところ，ＮＢ商品の取引の中止，取引数量
の減少をちらつかせ，製造委託に応じるように要
請するもの 

３９取引 ２．１％ （39/1835） 

ＰＢ商品の取引を開始することを条件に，本来支
払う必要のないリベート・協賛金等の負担を要請
するもの 

２０取引 １．１％ （20/1835） 

その他（月 1回特売をすることを取引条件とする
もの，ＰＢ商品を製造するためにＮＢ商品の製造
を取り止めるよう要請するもの等） 

２５取引 １．４％ （25/1835） 

合計 １９８取引 １０．８％ （198/1835） 
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図１によると，ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行

為の内容として，製造業者等からの回答数が最も多かった内容は，原価構成や製造工

程に係る情報など，開示することにより価格交渉等において不利な立場に立つことと

なる情報の開示を取引条件として設定するもの（１５６取引）であった。この１５６

取引のうち５６取引（３５．９％）においては，取引を開始した後にも，取引の対価

の一方的決定，減額等となり得る行為が行われていた。ＰＢ商品の取引を開始する際

にこうした情報開示が取引条件として設定されている取引では，製造業者等の取引上

の地位が小売業者等に対して不利なものとなり，取引を開始した後においても優越的

地位の濫用となり得る行為が行われやすくなっているものと考えられる。 

また，ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行為として，

次に回答数が多かった内容は，ＮＢ商品と同水準の原材料の使用を求められるにもか

かわらず，取引価格についてはＮＢ商品より著しく低い価格での取引を要請するもの

（９０取引）であった。この９０取引のうち４６取引（５１．１％）においては，製

造業者等は，取引を開始した後にも，小売業者等から，小売業者等の同業他社の価格

水準に合わせ，納入価格の引下げを求められていると回答しており，ＰＢ商品の取引

に関しては，製造業者等にとって厳しい価格水準による取引が行われている様子がう

かがえる。 

 

(イ) 小売業者等の業態 

前記⑴ア(ア)でＰＢ商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行為

を１つ以上受けたと回答した１９８取引について，要請等を行った小売業者等を業態別

にみると，総合スーパーが５１取引（２５．８％），生協 4が４９取引（２４．７％），卸

売業者が２７取引（１３．６％），コンビニエンスストアが２１取引（１０．６％），食

品スーパーが１１取引（５．６％）等であった。 

 

図２5 ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行為を行った小

売業者等の業態 

  

4 日本生活協同組合連合会及び同連合会に加入している全国の生活協同組合を含む。 
5 図中のＮ値は割合を出す際に使用した分母となる値であり，図２でいえば，ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る優越的

地位の濫用となり得る行為を１つ以上受けたと回答した１９８取引を分母としている。 

25.8% 24.7% 13.6% 10.6%

5.6%
2.0%

1.0% 0.5%
0.5% 6.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=198）

総合スーパー 生協 卸売業者 コンビニエンスストア
食品スーパー ディスカウントストア ドラッグストア 専門量販店
通販業者 その他

5 

 

                         



イ ＰＢ商品の取引に係るその他不当な要請 

(ア) ＰＢ商品の取引に係るその他優越的地位の濫用となり得る行為の状況 

製造業者等から回答のあった１，８３５取引について，小売業者等から前記ア以外の

優越的地位の濫用となり得る行為を受けたとの回答があった取引数，各取引数が集計

対象である１，８３５取引に占める割合について，行為類型ごとに，それぞれ一覧表

の形でまとめると，図３のとおりとなる。 

また，前記アと同様に，図３において回答の重複を排除すると，１，８３５取引のうち，

小売業者等から，前記ア以外の優越的地位の濫用となり得る行為を１つ以上受けたとの回

答があった取引は，合計欄に記載の１６２取引（８．８％）となる。 

 

図３ ＰＢ商品の取引に係るその他優越的地位の濫用となり得る行為 

行為類型 
優越的地位の濫用となり得る 

行為を受けたと回答した取引数 

集計対象取引数に 

占める割合 

購入・利用の要請 ４２取引 ２．３％ （42/1835） 

協賛金等の負担の要請 ６７取引 ３．７％ （67/1835） 

従業員等の派遣の要請 ３０取引 １．６％ （30/1835） 

受領拒否 １０取引 ０．５％ （10/1835） 

返品 １２取引 ０．７％ （12/1835） 

支払遅延 ２取引 ０．１％ （2/1835） 

減額 ７取引 ０．４％ （7/1835） 

取引の対価の一方的決定 １６取引 ０．９％ （16/1835） 

その他不利益となる要請 ４０取引 ２．２％ （40/1835） 

 

契約上特に定めがないにもかかわらず，出荷の条
件として新たな検査を受けるよう求め，検査に要
した費用を負担させるもの 

２２取引 １．２％ （22/1835） 

事前に一定数量を示して発注を確約していたにも
かかわらず，小売業者等の一方的な都合により，発
注数量を著しく減少する又は発注を取り消すもの 

１７取引 ０．９％ （17/1835） 

 

あらかじめ定められた検査基準を恣意的に厳し
くして，発注内容と異なること又は瑕疵があるこ
とを理由に，やり直しをさせるもの 

６取引 ０．３％ （6/1835） 

 

商品の製造委託を受けて，原材料，包装資材等を
調達しているにもかかわらず，小売業者等の一方
的な都合により，当該調達に要した費用を支払う
ことなく，発注を取り消すもの 

６取引 ０．３％ （6/1835） 

合計 １６２取引 ８．８％ （162/1835） 
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図３によると，前記ア以外の不当な要請としては，回答がほとんどみられない行

為類型もあるが，これまでの実態調査と同様に，「協賛金等の負担の要請」，「購入・利

用の要請」，「従業員等の派遣の要請」などの優越的地位の濫用となり得る行為を受けた

との回答が一定程度みられた 6ほか，「その他不利益となる要請」を受けたとの回答の割

合も相対的に高くなっていた。 

そして，「その他不利益となる要請」の具体的内容としては，契約上特に定めがない

にもかかわらず，出荷の条件として新たな検査を受けるよう求め，検査に要した費用

を負担させるものとの回答が２２取引と相対的に多くなっていた。そして，この２２

取引について，受入検査に係る事項が発注書面に記載されているかどうかをみる

と，２２取引全てにおいて，そのような事項が記載されてないとの回答であった。こ

のことから，事前に取引条件として定めていなかった事項について，その後の取引の

中で費用負担が必要な状況が発生した際に，製造業者等に負担が要請されているもの

と考えられる。 

 

( イ ) 小売業者等の業態 

前記⑴イ(ア)でＰＢ商品の取引に係るその他優越的地位の濫用となり得る行為を受け

たと回答した１６２取引について，要請等を行った小売業者等を業態別にみると，総合

スーパーが３２取引（１９．８％），卸売業者が２６取引（１６．０％），食品スーパー

が２４取引（１４．８％），生協が２３取引（１４．２％），コンビニエンスストアが１９

取引（１１．７％）等の結果であった。 

 

図４ その他ＰＢ商品の取引に係る優越的地位の濫用となり得る行為を行った小売業者

等の業態 

 
  

6 「大規模小売業者等と納入業者との取引に関する実態調査報告書」（平成２４年７月公表）では，集計対象取引に占める

優越的地位の濫用となり得る協賛金等の負担の要請を受けたと回答した取引が８．４％，購入・利用の要請が５．４％，

従業員等の派遣の要請が３．３％等であり，他の行為類型に比べて相対的に多い結果であった。 

19.8% 16.0% 14.8% 14.2% 11.7%

2.5%
1.2%

1.2%
0.6%

10.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=162）

総合スーパー 卸売業者 食品スーパー 生協
コンビニエンスストア ディスカウントストア ドラッグストア 専門量販店
通販業者 その他
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ウ 小括 

前記のＰＢ商品の取引条件の設定等に係る要請（図１）と，ＰＢ商品の取引に係るその

他の不当な要請（図３）の間でも重複がみられるところであるが，この重複を排除する

と，調査対象とした１，８３５取引のうち，ＰＢ商品の取引を通じて，小売業者等から１

つ以上優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答した取引は２９０取引

（１５．８％）となる。 

そして，この２９０取引について，要請等を行った小売業者等を業態別にみると，総合

スーパーが６７取引（２３．１％），生協が５３取引（１８．３％），卸売業者が４７取引

（１６．２％），コンビニエンスストアが３４取引（１１．７％），食品スーパーが３１取

引（１０．７％）等の結果であった。 

 

図５ ＰＢ商品の取引に係る優越的地位の濫用となり得る行為を行った小売業者等の業態 

 

 

さらに，本調査では，製造業者等から回答のあった１，８３５取引について，小売業者

等の業態をみると，総合スーパーは３０２取引，生協は２６４取引，卸売業者は３３４

取引，コンビニエンスストアは１６２取引，食品スーパーは２４３取引となっていたと

ころ（本文図１１参照），これら業態別の取引数のうち，１つ以上優越的地位の濫用とな

り得る行為を受けたとの回答があった取引数の割合をみると，総合スーパーは３０２取

引中６７取引（２２．２％），生協は２６４取引中５３取引（２０．１％），卸売業者は３３４

取引中４７取引（１４．１％），コンビニエンスストアは１６２取引中３４取引

（２１．０％），食品スーパーは２４３取引中３１取引（１２．８％）となっていた。 

 

図６ 業態別の取引数に占める優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答した

取引数の割合 

 

23.1% 18.3% 16.2% 11.7% 10.7% 6.9%

2.1%
1.0%

1.4%
1.0% 0.3%

7.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=290）

総合スーパー 生協 卸売業者
コンビニエンスストア 食品スーパー ボランタリチェーン本部
ディスカウントストア ドラッグストア 企画開発会社
専門量販店 通販業者 その他

22.2%

20.1%

14.1%

21.0%

12.8%

0% 10% 20% 30%

総合スーパー（N=302）

生協（N=264）

卸売業者（N=334）

コンビニエンスストア（N=162）

食品スーパー（N=243）
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⑵ 下請法の適用対象となり得る取引における状況 
ア 調査結果の概要  

小売業者等が自社のＰＢ商品の製造を他の事業者に委託することは，原則として下請法

上の「製造委託」に該当する。また，下請法上，この製造委託に関して下請法の適用対

象となる取引は，資本金３億円超の小売業者等と資本金３億円以下の製造業者等の間の

取引となっている。そして，この資本金区分に該当する「製造委託」の取引において，

下請法が禁止する行為類型に当たる行為が行われた場合には，原則として下請法上問題

となる。 

下請法が禁止する行為類型と，優越的地位の濫用として問題となる行為類型には共通

する行為類型があるところ，その共通する行為類型について，図３において優越的地位の

濫用となり得る行為を受けたとの回答があった取引数（①）及び①の取引数のうち前記の

資本金区分でみた場合に下請法の適用対象となる取引数（②）について一覧表の形でまと

めると，図７のとおりとなる。 

図７において回答の重複を排除すると，小売業者等から優越的地位の濫用となり得る

行為を受けたと回答した取引数は１４０取引，このうち下請法の適用対象となる取引

は６６取引となる。 

 

図７ 優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答した取引数のうち，下請法の適用

対象となる取引数 

行為類型 
優越的地位の濫用となり得る 

行為を受けたと回答した取引数 

（①） 

①の取引数のうち下請法の適用

対象となる取引数（②） 

購入・利用強制 ４２取引 １８取引 

利益提供 
要請 

協賛金等の負担の要請 ６７取引 ３２取引 

従業員等の派遣の要請 ３０取引 １５取引 

受領拒否 １０取引 ７取引 

返品 １２取引 ７取引 

支払遅延 ２取引 １取引 

減額 ７取引 ４取引 

買いたたき（取引の対価の一方的決定） １６取引 １０取引 

合計 １４０取引 ６６取引 

 

図７によると，優越的地位の濫用となり得る行為の半数近くが下請法の適用対象とな

る取引で行われている様子が見てとれる。 
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イ 小売業者等の業態  

前記⑵アの６６取引について，下請法上問題となり得る行為を行った小売業者等を業

態別にみると，生協が１５取引（２２．７％），総合スーパーが１４取引（２１．２％），

コンビニエンスストア及び食品スーパーが共に９取引（１３．６％），卸売業者が６取引

（９．１％）等となっており，図２及び図４と比較すると，下請法上問題となり得る行

為では生協の割合が大きくなっていた。 

 

図８ 下請法上問題となり得る行為を行った小売業者等の業態 

 

  

22.7% 21.2% 13.6% 13.6% 9.1%

4.5%
1.5%

1.5%

12.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=66）

生協 総合スーパー コンビニエンスストア

食品スーパー 卸売業者 ボランタリチェーン本部

ディスカウントストア ドラッグストア その他
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２ ＰＢ商品の取引の開始時期と小売業者等からの要請等の開始時期との関係 
⑴ 要請等の開始時期 

小売業者等から１つ以上優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと製造業者等が回答

した２９０取引について，小売業者等からの要請等が，ＰＢ商品の取引開始後に行われるよ

うになったものであるかを聞いたところ，「ＰＢ商品の取引開始後に初めて行われるように

なった。」との回答が１１６取引（４０．０％），「ＰＢ商品の取引開始前から行われていた。」

との回答が１４７取引（５０．７％）等であった。 

なお，この１１６取引について，要請等を行った小売業者等を業態別にみると，生協が２８

取引（２４．１％），卸売業者が２０取引（１７．２％），コンビニエンスストアが１９取引

（１６．４％），総合スーパーが１６取引（１３．８％），その他が１２取引（１０．３％）

等であった。 

 

図９ 要請等の開始時期 

 

 

⑵ 要請等に係る負担の程度の変化 
前記２⑴で「ＰＢ商品の取引開始前から行われていた。」と製造業者等が回答した１４７

取引について，ＰＢ商品の取引開始後に，小売業者等からの要請等に係る負担の程度がどの

ように変化したかを聞いたところ，「増加している。」との回答が３０取引（２０．４％），

「変わらない。」が９５取引（６４．６％），「減少している。」が１８取引（１２．２％）等

の結果であった。 

 

図１０ 要請等に係る負担の程度の変化 

 

 

  

40.0% 50.7% 9.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=290）

ＰＢ商品の取引開始後に初めて行われるようになった。
ＰＢ商品の取引開始前から行われていた。
無回答

20.4% 64.6% 12.2%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=147）

増加している。 変わらない。 減少している。 無回答
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３ 優越的地位の濫用となり得る行為が見られた取引の傾向 
⑴ 小売業者等とのＰＢ商品に係る年間取引高と，優越的地位の濫用となり得る行為がみられ

た取引との相関 
集計対象とした１，８３５取引のうち，小売業者等とのＰＢ商品に係る年間取引高につい

て製造業者等から回答のなかった１２６取引を除く１，７０９取引を対象として，小売業者

等とのＰＢ商品に係る年間取引高を基に区分すると，図１１の「区分に該当する取引数」欄

に記載の取引数となる。 

また，各区分の取引数の中で，小売業者等から１つ以上優越的地位の濫用となり得る行為

を受けたと製造業者等が回答した取引数は，図１１の「優越的地位の濫用となり得る取引数」

欄に記載の取引数となる。 

そして，各区分の取引数に占める優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答した取

引数の割合をみると，「３億円超」の区分で最も割合が高くなっており，ＰＢ商品に係る年

間取引高が大きい取引において，優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答した取引

数の割合が高くなるという傾向がみられた。 

 

図１１ 小売業者等とのＰＢ商品に係る年間取引高と，優越的地位の濫用となり得る行為がみら

れた取引との相関 

小売業者等との 
ＰＢ商品に係る 
年間取引高 

5000万円 

以下 

5000万円超 

1億円以下 

1億円超 

2億円以下 

2億円超 

3億円以下 
3億円超 合計 

優越的地位の濫用と 

なり得る取引の割合 

10.5% 16.4% 16.0% 17.5% 22.1% 15.7% 

69／657 34／207 38／238 24／137 104／470 269/1709 

優越的地位の濫用と 

なり得る取引数 
69 34 38 24 104 269 

区分に該当する 

取引数 
657 207 238 137 470 1709 
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⑵ 小売業者等の資本金と，優越的地位の濫用となり得る行為がみられた取引との相関 
集計対象とした１，８３５取引のうち，小売業者等の資本金について製造業者等から回答

のなかった１１８取引を除く１，７１７取引を対象として，小売業者等の資本金を基に区分

すると，図１２の「区分に該当する取引数」欄に記載の取引数となる。 

また，各区分の取引数の中で，小売業者等から１つ以上優越的地位の濫用となり得る行為

を受けたと製造業者等が回答した取引数は，図１２の「優越的地位の濫用となり得る取引数」

欄に記載の取引数となる。 

そして，各区分の取引数に占める優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答した取

引数の割合をみると，「３億円超」の区分で最も割合が高くなっており，資本金が大きい小

売業者等との取引において，優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答した取引数の

割合が高くなるという傾向がみられた。 

 

図１２ 小売業者等の資本金と，優越的地位の濫用となり得る行為がみられた取引との相関 

小売業者等の 
資本金 

1000 万円 

以下 

1000万円超

5000万円以下 

5000万円超 

3 億円以下 
3 億円超 合計 

優越的地位の濫用と 

なり得る取引の割合 

6.3% 11.6% 12.1% 18.1% 15.9% 

5／80 20／172 35／290 213／1175 273/1717 

優越的地位の濫用と 

なり得る取引数 
5 20 35 213 273 

区分に該当する 

取引数 
80 172 290 1175 1717 
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４ 総括 
⑴ ＰＢ商品の取引の現状と今後  

今回の調査において，ＰＢ商品の取引を行っていると回答した事業者は，小売業者等で

は２３８名（７１．３％），製造業者等では５７０名（６０．６％）となっており（本文図１

及び図８参照），この製造業者等には資本金３億円以上の者が９０名（１５．８％）含まれ

ていた。 

そして，これらのＰＢ商品の取引を行っている事業者に対し，ＰＢ商品の取引を行うよう

になった理由を聞いたところ，小売業者等においては，同業他社との差別化を図るため，企

業のブランドイメージの向上を図るため，消費者の低価格志向に対応するため，の順に回答

が多く，製造業者等においては，安定的な数量の発注を受けることができると考えたため，

小売業者等との取引を開始（拡大）することができると考えたため，生産設備の稼働率を向

上することができると考えたため，といった理由が相対的に多くなっていた（本文図４及び

図１６参照）ことから，ＰＢ商品の取引を行うことは，小売業者等及び製造業者等の双方に

とって相応のメリットがあると考えられる。 

また，ＰＢ商品の取引を行っていると回答した事業者に対し，３事業年度前と直近事業年

度を比較した場合の取引高全体に占めるＰＢ商品に係る取引高の割合の推移を聞いたとこ

ろ，「増加している。」との回答が，小売業者等では３３１取引（３３．８％），製造業者等

では５９１取引（３２．２％）となっていた（本文図６及び図８２参照）。 

これらから，ＰＢ商品の取引は資本金の大きい製造業者等も含め，幅広く行われるように

なってきており，今後もＰＢ商品の取引を行う事業者や，その取引高が増加する可能性があ

ると考えられる。 

 

⑵ ＰＢ商品の取引を行う上での問題点 
ア ＰＢ商品の取引において優越的地位の濫用となり得る行為が行われる際の特徴 

(ア) 本調査では，ＰＢ商品の取引を開始する際に，小売業者等から取引条件の設定に係る

優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと製造業者等が回答した取引が相対的に多

くなっていた。 

製造業者等からの回答として最も多かった行為の内容は，原価構成や製造工程に係

る情報など，開示することにより価格交渉等において製造業者等が不利な立場に立つ

こととなる情報の開示を取引条件として設定されているものであった。前記１⑴ア(ア)

に記載のとおり，こうした情報の開示が取引条件として設定されている取引では，取

引の開始後にも，取引の対価の一方的決定 7，減額等の他の行為類型に該当する行為が

行われる割合が相対的に高くなっていたところであり，公正取引委員会として，上記

のような情報の開示を取引条件として設定すること自体についても注視していく必要

がある。 

また，製造業者等からの回答として次に多かった行為の内容は，ＮＢ商品と同水準

の原材料の使用を求められるにもかかわらず，取引価格についてはＮＢ商品より著し

7 「優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方（以下「優越ガイドライン」という。）」において，優越的地位の濫

用として問題となる行為の想定例として，「取引の相手方から，社外秘である製造原価計算資料，労務管理関係資料等を提

出させ，当該資料を分析し，『利益率が高いので値下げに応じられるはず』などと主張し，著しく低い納入価格を一方的に

定めること」が挙げられている。 
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く低い価格での取引を要請されるものであった。こうした行為もそれ自体が優越的地

位の濫用となり得るものであり，公正取引委員会として併せて注視していく必要があ

る。 

(イ) 製造業者等が，ＰＢ商品の取引を開始する際に小売業者等からの取引条件の設定に

係る要請を受け入れている理由の一つに，ＮＢ商品の取引への影響を懸念しているこ

とが考えられる。今回の調査でも，製造業者等が，利益率が低い等の理由により製造

委託の要請を断ろうとしたところ，ＮＢ商品の取引の中止，取引数量の減少をちらつ

かせ，小売業者等から製造委託に応じるように要請されたとの回答が３９取引あった。

また，製造業者等へのヒアリングにおいても，「ＰＢ商品の取引条件を交渉している中

で，ＰＢ商品の製造委託に応じなければＮＢ商品も扱わない旨を示唆され，実際に，

ＮＢ商品の取引の一部を停止された。」旨の具体的な回答があったところであり，ＰＢ

商品の取引を開始する時点でＮＢ商品の取引も行っているような取引においては，製

造業者等は，ＰＢ商品の取引に関する要請を断ると，ＮＢ商品の取引にも影響がある

と考え，自社に不利益となる要請であっても受け入れざるを得ないものとして受け入

れている場合があると考えられる。 

(ウ) 次に，ＰＢ商品の取引開始の際に行われる要請以外の行為としては，「購入・利用の

要請」や「協賛金等の負担の要請」といった典型的な優越的地位の濫用となり得る行

為とともに，「その他不利益となる要請」に係る行為が多くなっていた。 

「その他不利益となる要請」の内容としては，出荷の条件として契約上定めのない検

査を受けるよう求め，検査に要した費用の負担を要請するもの，事前に一定数量を示

して発注を確約していたにもかかわらず，小売業者等の一方的な都合により，発注数

量を著しく減少する又は発注を取り消すものが多くなっていた。こうした行為も，前

記(ア)と同様に優越的地位の濫用となり得るものであるため，公正取引委員会として注

視していく必要がある。 

(エ) 今回の調査では，ＰＢ商品の取引を開始する際の取引条件の設定等に係る優越的地位

の濫用となり得る行為が相対的に多く行われている状況が明らかとなった。その原因

の一つとしては，小売業者等の側において，製造業者等との間で取引条件を設定する

行為が，その態様によっては優越的地位の濫用となり得る行為となることが意識され

にくいためではないかと考えられる。小売業者等が一方的に取引条件を設定するなど

により，製造業者等に不当に不利益を与えることとなる場合は，優越的地位の濫用と

なり得るものであり，ＰＢ商品の取引の拡大が今後も見込まれる中，公正取引委員会

としても，今後，違反行為の未然防止の観点から，こうした点について一層の周知を

図っていく必要がある。 

 

イ 優越的地位の濫用となり得る行為を行った小売業者等の業態 

今回の調査において，１つ以上優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと製造業者等

が回答したＰＢ商品の取引について，小売業者等の業態をみると，総合スーパー，生協，

卸売業者，コンビニエンスストア，食品スーパーとの回答が相対的に多くなっていた（概

要図５参照）。 

このため，これらの小売業者等と製造業者等の間で行われるＰＢ商品の取引に関して，

優越的地位の濫用となり得る行為又は下請法上問題となり得る行為が行われることがな
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いよう，今後とも公正取引委員会として注視していく必要がある。 

また，卸売業者については，これまでに実施した実態調査においても，卸売業者から

製造業者に対して，優越的地位の濫用となり得る行為が行われている事例がある旨を指

摘してきたところであるが 8，今回の調査においても，卸売業者から優越的地位の濫用と

なり得る行為を受けている旨の回答が一定程度みられたところである。 

卸売業者が行っている要請等の中には，卸売業者が，自社の利益を図るために要請等

を行っている場合だけでなく，小売業者から要請等を受けた費用を自社だけで負担しき

れず，その費用の一部又は全部の補填を製造業者に要請している場合もあると考えられ

るが，こうした要請等についても，卸売業者と製造業者との間での優越的地位の濫用と

なり得るものである。このため，卸売業者から製造業者に対して行われる要請等につい

ては，今後とも公正取引委員会として注視していく必要がある。 

 

ウ 優越的地位の濫用となり得る行為がみられた取引の傾向 

今回の調査における優越的地位の濫用となり得る行為が行われたＰＢ商品の取引につ

いてみると，①小売業者等とのＰＢ商品に係る年間取引高が大きい取引，及び②資本金

が大きい小売業者等との取引において，製造業者等が小売業者等から優越的地位の濫用

となり得る行為を受けたと回答する割合が高くなるという傾向がみられた。 

製造業者等の立場からすると，小売業者等とのＰＢ商品に係る年間取引高が大きい場

合，又は小売業者等の資本金規模が大きい場合，小売業者等からの要請等の内容が不利

なものであったとしても当該要請を受け入れざるを得ないものとして受け入れる傾向が

あると考えられる。  

8 「物流センターを利用して行われる取引に関する実態調査報告書」（平成２５年８月公表），「大規模小売業者等と納入業

者との取引に関する実態調査報告書」（平成２４年７月公表），「食料品製造業者と卸売業者との取引に関する実態調査報告

書」（平成２３年１０月公表）等を参照。 
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５ 消費税の扱いについて  
今回の調査では，製造業者等に対し，小売業者等とのＰＢ商品の取引において，消費税率の

引上げ分を納入価格に転嫁できたかを聞いたところ，集計対象とした１，８３５取引のうち，

「おおむね転嫁できた（できそうである。）。」が１，４７０取引（８０．１％），「ある程度転

嫁できた（できそうである。）。」が１３０取引（７．１％）となっており，これらを合わせる

と１，６００取引（８７．２％）であった。一方で，「あまり転嫁できなかった（できない見

込みである。）。」が４６取引（２．５％），「ほとんど転嫁できなかった（できない見込みであ

る。）。」が５３取引（２．９％）となっており，これらを合わせると９９取引（５．４％）で

あった。 

また，消費税の価格転嫁に係る交渉において，小売業者等から消費税の転嫁拒否等の行為を

受けたことがあるかを聞いたところ，「受けたことがある。」との回答が２２取引であり，こ

の２２取引のうち，転嫁拒否行為を「受け入れた。」との回答が９取引であった。 

回答のあった９取引の転嫁拒否行為の内容としては，「商品の内容量を減らすなどの仕様変

更により，消費税率引上げ後も単価を据え置くこととされたが，仕様変更による自社のコスト

削減効果が小さいため，消費税率の引上げを反映した額よりも低い単価での取引の要請を受け

た。」が５取引，「今後，消費税率が引上げられることを見据え，引き上げられる消費税分に見

合った額（又は率）の納入価格に引き下げるための値下げの要請を受けた。」が４取引といっ

た結果であった。 

消費税率の引上げ分の価格への転嫁に関しては，今後，消費税率の引上げ後に行われた取引

に関して代金の決済が行われる際に，小売業者等が製造業者等に対し，減額を行ったり，協賛

金等の負担を要請するなどの行為が行われるおそれがあり，引き続き書面調査などによる積極

的な情報収集を行っていく必要がある。 
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第３ 公正取引委員会の対応 
今回の調査の結果，食品分野におけるＰＢ商品の一部の取引において，主として独占禁止法又

は下請法上問題となり得る行為が行われていることが明らかとなった。また，回答数は少ないも

のの，消費税転嫁対策特別措置法上問題となり得る行為が行われていることが明らかとなった。

このため，公正取引委員会は，違反行為の未然防止及び取引の公正化の観点から，調査結果を公

表するとともに，以下の対応を行うこととする。 

 

１⑴ 小売業者等を対象とする講習会を実施し，本調査結果並びに優越ガイドライン及び下請法

の内容を説明する。 

⑵ また，小売業者等の関係事業者団体に対して，本調査結果を報告するとともに，小売業者

等が問題点の解消に向けた自主的な取組を行えるよう，改めて優越ガイドライン等の内容を

傘下会員に周知徹底するなど，業界における取引の公正化に向けた自主的な取組を要請する。 

 

２ 公正取引委員会は，今後とも，食品分野におけるＰＢ商品の取引実態を注視し，独占禁止法，

下請法又は消費税転嫁対策特別措置法上問題となるおそれのある行為の把握に努めるととも

に，これらの法律に違反する行為に対しては，厳正に対処していく。 
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第１ 調査の趣旨・方法等 
１ 調査の趣旨 

公正取引委員会は，独占禁止法上の優越的地位の濫用規制及び下請法に基づき，事業者に不

当に不利益を与える行為に対して厳正かつ効果的に対処するとともに，違反行為の未然防止に

係る取組を行っている。 

この未然防止の取組の一環として，優越的地位の濫用又は下請法の問題となり得る事例が見

受けられる取引分野について，従前より取引の実態を把握するための調査を実施してきたとこ

ろ，これまでに実施した実態調査において，一部のプライベート・ブランド商品の取引につい

て，返品，受領拒否といった優越的地位の濫用又は下請法違反となり得る事例が見受けられる

と指摘してきた。また，近年の下請法違反事件の中には，プライベート・ブランド商品の取引

に関するものが一定の割合を占めているところである。 

このような実情を踏まえ，平成２０年以降，国内のプライベート・ブランド商品が急激に売

上高を伸ばしていると言われている中で，プライベート・ブランド商品の取引において，小売

業者等による問題となり得る行為が行われていないかについて，その実態を把握する必要があ

ると考え，今般，プライベート・ブランド商品の中で売上規模の大半を占める食品分野におけ

るプライベート・ブランド商品の取引に関し，実態調査を実施することとした 1。 

また，平成２６年４月に消費税率が引き上げられたことを踏まえ，今回の調査においては，

優越的地位の濫用規制及び下請法の問題に関する実態だけではなく，消費税転嫁対策特別措置

法において禁止している消費税の転嫁拒否等の行為（減額，買いたたき等）の状況についても

調査を行った。 

  

1 プライベート・ブランド商品の市場規模は約3兆円と言われている（出典：「ＰＢ商品の裏側」『週刊東洋経済』2012.12.22）。

このうち，食品分野におけるプライベート・ブランド商品の市場規模については，平成 21年は約 2兆 1587億円，平成 24

年（見通し）は約 2兆 6385億円となっている（出典：いずれも「ＰＢ食品市場の最新動向と将来展望 2013」株式会社富士

経済，2012.12）。 
1 

 

                         



２ 調査方法 
⑴ 書面調査 

本調査では，「小売業者（食品スーパー，総合スーパー，コンビニエンスストア等）」，「ボ

ランタリーチェーン 2等の共同仕入機構」，「卸売業者」など（以下「小売業者等」という。）

が，規格，意匠，型式等を指定して製造委託した「食品」のうち，小売業者等のオリジナル・

ブランドが付されていること，販売者として小売業者等の表示があることなど 3の特徴を有

する商品をプライベート・ブランド商品（以下「ＰＢ商品」という。）とした。 

また，ＰＢ商品について，製造委託又は発注を行う小売業者等と製造を請け負ったＰＢ商

品の納入取引を行っている「製造業者」又は「卸売業者」（以下「製造業者等」という。）と

の間の「取引」を対象とした。 

 

 

  

 

 

 

 

 

その上で，ＰＢ商品の製造委託を行っていると思われる小売業者等については５００名，

製造を請け負ったＰＢ商品の納入取引を行っていると思われる製造業者等について

は３，０００名を対象として，調査票を送付し，書面調査を実施した。 

調査票の発送数及び回答者数は，下記のとおりである。 

対象事業者 発送数（Ａ） 回答者数（Ｂ）（Ｂ／Ａ） 

小売業者等 ５００名 ３３４名（６６．８％） 

製造業者等 ３，０００名 ９４０名（３１．３％） 

そして，この書面調査において，ＰＢ商品の取引を現に行っている小売業者等及び製造業

者等に対して，食品のＰＢ商品に係る取引高が多い取引先上位５社との取引について，それ

ぞれ回答を求めたところ，小売業者等から９７８取引，製造業者等から１，８３５取引につ

いてそれぞれ回答があり，本調査では，これらの取引に係る回答を基に結果を取りまとめて

いる。 

2 資本的に独立した事業者が共同して組織化し，仕入れや販売，商品企画等に関する戦略を一元的に行うことで，スケー

ルメリットによるコスト削減，業務の効率化による競争力の確立を目指すものをいう。 
3 上記の例のほか，小売業者等の名称と製造業者等の名称の両方が記載されている商品，小売業者等の名称が記載されて

いないが，製造業者等の既存商品について，小売業者等が内容量や包装といった特別の仕様を指定しているような商品の

うち，仕様を指定した小売業者等以外に販売できない商品を調査対象としている。 

卸売業者 
卸売業者 

小売業者 

①規格，意匠，型式等を指定して 
製造委託 

②発注 

③納品 
ボランタリー 
チェーン等の 
共同仕入機構 

製造業者 
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⑵ ヒアリング 
書面調査に回答した製造業者等のうち，小売業者等から受けた要請等の内容を具体的に回

答した２７社を対象にヒアリングを実施した。 

 

３ 調査対象期間等 
⑴ 調査票発送日：平成２６年２月２１日 

⑵ 回 答 期 限：平成２６年３月２０日 

⑶ 調査対象期間：平成２５年１月１日から平成２５年１２月３１日 

  

3 

 



第２ 調査結果 
１ 回答のあった小売業者等の概要 

⑴ ＰＢ商品の取引を行っている小売業者等 
回答のあった小売業者等３３４名のうち，調査対象期間において，ＰＢ商品の取引を行っ

ているのは２３８名（７１．３％），行っていないのは９６名（２８．７％）であった。 

なお，ＰＢ商品の取引を「行っていない。」と回答した９６名の小売業者等のうち，今後，

ＰＢ商品の取引を「行いたい。」と回答した小売業者等は９名，「どちらともいえない。」が３６

名，「行いたくない。」が３３名等の結果であった。 

 

図１4 ＰＢ商品の取引の有無 

 
 

⑵ 資本金の規模 
ＰＢ商品の取引を行っていると回答した２３８名の小売業者等（以下，特段の断りなく「小

売業者等」と表記する場合は，ＰＢ商品の取引を行っている小売業者等を指す。）から回答

のあった９７８取引について，小売業者等の資本金の規模別にみると，３億円超が６１９取

引（６３．３％），５０００万円超３億円以下が２７５取引（２８．１％）等であった。 

 

図２ 資本金の規模 

 
 

⑶ 年間売上高の規模 
小売業者等から回答のあった９７８取引について，小売業者等の年間売上高の規模別にみ

ると，１０００億円超が３４４取引（３５．２％），１００億円超５００億円以下が３０４

取引（３１．１％）等の結果であった。 

 

図３ 売上高の規模 

 

4 図中のＮ値は割合を出す際に使用した分母となる値であり，図１でいえば，小売業者等３３４名を分母としている。 

71.3% 28.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=334）

行っている。 行っていない。

1.5% 7.1%

28.1% 63.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=978）

1000万以下 1000万超5000万円以下 5000万円超3億円以下 3億円超

8.3%

31.1% 25.5% 35.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=978）

100億円以下 100億円超500億円以下 500億円超1000億円以下 1000億円超
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⑷ ＰＢ商品の取引を行うようになった理由 
小売業者等に対し，ＰＢ商品の取引を行うようになった理由を聞いたところ，集計対象と

した９７８取引のうち，「同業他社との差別化を図るため。」が９２７取引（９４．８％），

「企業のブランドイメージの向上を図るため。」が５８９取引（６０．２％）等の結果であ

った。 

 

図４ ＰＢ商品の取引を行うようになった理由（複数回答可） 

 

 

⑸ 製造委託先を選定する際に考慮している点 
小売業者等に対し，製造委託先を選定する際に考慮している点を聞いたところ，集計対象

とした９７８取引のうち，「製造業者等の供給力の安定性，衛生管理体制等」が８２１取引

（８３．９％），「同一の商品カテゴリにおいてブランド力のあるナショナル・ブランド商品

（以下「ＮＢ商品」という。）を有していること」が３６５取引（３７．３％）等の結果であ

った。 

 

図５ 製造委託先を選定する際に考慮している点（複数回答可） 

  

94.8%

60.2%

35.8%

17.8%

1.9%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（Ｎ＝978）

同業他社との差別化を図るため。
企業のブランドイメージの向上を図るため。
消費者の低価格志向に対応するため。
製造業者等との取引を開始（拡大）するため。
製造業者等の原材料，製造工程等に関する情報を入手するため。
その他

83.9%

37.3%

33.2%

30.8%

17.5%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

全体（Ｎ＝978）

製造業者等の供給力の安定性，衛生管理体制等
同一の商品カテゴリにおいてブランド力のあるＮＢ商品を有していること
製造業者等とのＮＢ商品の取引実績
製造業者等の商品の消費者からの認知度
製造業者等の資本金規模
その他
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⑹ 取引高全体に占めるＰＢ商品に係る取引高の割合の推移 
小売業者等に対し，３事業年度前と直近事業年度を比較した場合の取引高全体に占めるＰ

Ｂ商品に係る取引高の割合の推移を聞いたところ，集計対象とした９７８取引のうち，「増

加している。」が３３１取引（３３．８％）等の結果であった。 

 

図６ 取引高全体に占めるＰＢ商品に係る取引高の割合の推移 

 

 

⑺ ＰＢ商品に係る取引高の割合が増加したことを受けた対応 
前記⑹で「増加している。」と小売業者等が回答した３３１取引について，自社の取引高

全体に占めるＰＢ商品に係る取引高の割合が増加したことを受けた対応について聞いたと

ころ，「ＰＢ商品の店頭での陳列場所を消費者の目に付きやすい場所に変更している。」

が２３１取引（６９．８％），「これまでＮＢ商品しか取引していなかった商品カテゴリにつ

いても，新たにＰＢ商品の取引を行うようになっている。」が１９９取引（６０．１％）等

の結果であった。 

 

図７ ＰＢ商品に係る取引高の割合が増加したことを受けた対応（複数回答可） 

  

33.8% 42.8% 22.6%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ＝978）

増加している。 変わらない。 減少している。 無回答

69.8%

60.1%

54.7%

43.2%

8.2%

4.2%

1.5%

5.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

全体(N=331）

ＰＢ商品の店頭での陳列場所を消費者の目に付きやすい場所に変更している。

これまでＮＢ商品しか取引していなかった商品カテゴリについても，新たにＰＢ商品の取引を行うようになっている。

同業他社との差別化を図るため，ＮＢ商品よりも高い品質のＰＢ商品の開発を手掛けている。

ＰＢ商品を取り扱う店舗を増やしている。

同業他社との競争力を強化するため，製造業者等との価格交渉等により，ＰＢ商品の仕入価格の引下げを求めている。

ＰＢ商品の価格水準に合わせ，同一商品カテゴリのＮＢ商品についても，製造業者等との価格交渉により仕入単価の引下げを求めている。

特にない。

その他
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２ 回答のあった製造業者等の概要 
⑴ ＰＢ商品の取引を行っている製造業者等 

回答のあった製造業者等９４０名のうち，調査対象期間において，ＰＢ商品の取引を行っ

ているのは５７０名（６０．６％），行っていないのは３７０名（３９．４％）であった。 

なお，ＰＢ商品の取引を「行っていない。」と回答した３７０名の製造業者等のうち，今

後，ＰＢ商品の取引を「行いたい。」と回答した製造業者等は３０名，「どちらともいえない。」

が１９９名，「行いたくない。」が１３０名等の結果であった。 

 

図８ ＰＢ商品の取引の有無 

 
 

⑵ 資本金の規模 
ＰＢ商品の取引を行っていると回答した５７０名の製造業者等（以下，特段の断りなく「製

造業者等」と表記する場合は，ＰＢ商品の取引を行っている製造業者等を指す。）から回答

のあった１，８３５取引について，資本金の規模別にみると，１０００万円超５０００万円

以下が６３４取引（３４．６％），５０００万円超３億円以下が５２３取引（２８．５％）

等であった。 

 

図９ 資本金の規模 

 

 

⑶ 売上高の規模 
製造業者等から回答のあった１，８３５取引について，製造業者等の売上高の規模別にみ

ると，１００億円超が５９９取引（３２．６％），１０億円以上５０億円以下が５９４取引

（３２．４％）等であった。 

 

図１０ 売上高の規模 

 

60.6% 39.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=940）

行っている。 行っていない。

15.3% 34.6% 28.5% 21.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,835）

1000万以下 1000万超5000万円以下 5000万円超3億円以下 3億円超

22.5% 32.4% 12.5% 32.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,835）

10億円以下 10億円超50億円以下 50億円超100億円以下 100億円超
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⑷ 取引先小売業者等の主たる業態 
製造業者等から回答のあった１，８３５取引について，製造業者等の取引先である小売業

者等の主たる業態をみると，卸売業者が３３４取引（１８．２％），総合スーパーが３０２

取引（１６．５％），生協が２６４取引（１４．４％），食品スーパーが２４３取引（１３．２％），

コンビニエンスストアが１６２取引（８．８％）等の結果であった。 

 

図１１ 取引先小売業者等の主たる業態 

 

 

⑸ ＰＢ商品に係る年間取引高 
製造業者等に対し，ＰＢ商品に係る年間取引高を聞いたところ，集計対象とし

た１，８３５取引のうち，５０００万円以下が６５７取引（３５．８％），３億円超の取引

が４７０取引（２５．６％）等の結果であった。 

 

図１２ ＰＢ商品に係る年間取引高 

 

 

⑹ 最も取引高の多いＰＢ商品カテゴリ 
製造業者等に対し，最も取引高の多いＰＢ商品カテゴリを聞いたところ，集計対象とし

た１，８３５取引のうち，惣菜・調理品が４２１取引（２２．９％），菓子が２５１取引（１３．７％）

等の結果であった。 

 

図１３ 小売業者等との取引における最も取引高の多いＰＢ商品カテゴリ 

 
  

18.2% 16.5% 14.4% 13.2% 8.8% 5.9%

2.7%
2.2%

1.9%
0.9%

0.5%
0.4%

0.2%

13.4%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

卸売業者 総合スーパー 生協
食品スーパー コンビニエンスストア ボランタリーチェーン本部
企画・開発会社 専門量販店 ディスカウントストア
ドラッグストア 百貨店 通販業者
ホームセンター その他 無回答

35.8% 11.3% 13.0% 7.5% 25.6%

6.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

5000万円以下 5000万円超1億円以下 1億円超2億円以下
2億円超3億円以下 3億円超 無回答

22.9% 13.7% 9.9% 9.0% 8.7%

7.2% 6.8% 6.6% 5.6%
3.0%

6.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

惣菜・調理品 菓子 麺類・穀物・粉類 水産加工品
調味料 飲料・酒類 乳製品 食肉加工品
冷凍食品 パン・シリアル類 無回答・その他
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⑺ 小売業者等とのＰＢ商品の取引年数 
製造業者等に対し，小売業者等とのＰＢ商品の取引年数を聞いたところ，集計対象とし

た１，８３５取引のうち，１０年以上２０年未満が５２５取引（２８．６％），５年以上１０

年未満が４３４取引（２３．７％）等の結果であった。 

 

図１４ 小売業者等とのＰＢ商品の取引年数 

 

 

⑻ 小売業者等との取引高に占めるＰＢ商品の取引高の割合  
製造業者等に対し，小売業者等との取引高全体に占めるＰＢ商品の取引高の割合を聞いた

ところ，集計対象とした１，８３５取引のうち，３０％以上が６３６取引（３４．７％），５％

未満が６２４取引（３４．０％）等の結果であった。 

 

図１５ 小売業者等との取引高に占めるＰＢ商品の取引高の割合 

 
 

⑼ ＰＢ商品の取引を行うようになった理由 
製造業者等に対し，ＰＢ商品の取引を行うようになった理由を聞いたところ，集計対象と

した１，８３５取引のうち，「安定的な数量の発注を受けることができると考えたため。」

が１，３４９取引（７３．５％），「小売業者等との取引を開始（拡大）することができると

考えたため。」が１，２６７取引（６９．０％）等の結果であった。 

 

図１６ ＰＢ商品の取引を行うようになった理由（複数回答可） 

  

15.4% 13.0% 23.7% 28.6% 18.6%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

3年未満 3年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上20年未満 20年以上 無回答

34.0% 13.2% 11.2%

5.9%

34.7%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

5％未満 5％以上10％未満 10％以上20％未満 20％以上30％未満 30％以上 無回答

73.5%

69.0%

54.2%

26.8%

7.0%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

全体（Ｎ=1,835）

安定的な数量の発注を受けることができると考えたため。
小売業者等との取引を開始（拡大）することができると考えたため。
生産設備の稼働率を向上することができると考えたため。
小売業者等の店頭において自社商品のスペースを確保できると考えたため。
ＰＢ商品の取引を断った場合に，ＮＢ商品の取引に影響が及ぶことを懸念したため。
その他

9 

 



３ ＰＢ商品に係る取引の状況 
⑴ ＮＢ商品の取引の有無 

製造業者等に対し，同一の商品カテゴリにおいて，ＰＢ商品とともにＮＢ商品の取引を行っ

ているかを聞いたところ，集計対象とした１，８３５取引のうち，「行っている。」が１，０８３

取引（５９．０％），「行っていない。」が７２０取引（３９．２％）等の結果であった。 

 

図１７ ＮＢ商品の取引の有無 

 
 

⑵ 基本契約の締結 
製造業者等に対し，ＰＢ商品の取引全体に係る取引条件を設定するための基本契約を締結し

ているかを聞いたところ，集計対象とした１，８３５取引のうち，「締結している。」が１，３６１

取引（７４．２％），「締結していない。」が４５９取引（２５．０％）等の結果であった。 

 

図１８ 基本契約の締結 

 
 

⑶ 基本契約において確認している事項 
前記⑵で「締結している」と製造業者等が回答した１，３６１取引について，基本契約に

おいて確認している事項を聞いたところ，「支払条件（支払期日，支払方法等）に関するこ

と」が１，０８１取引（７９．４％），「納入方法（納期，納入場所）に関すること」が１，０５０

取引（７７．１％）等の結果であった。 

 

図１９ 基本契約において確認している事項（複数回答可） 

 

59.0% 39.2%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

行っている。 行っていない。 無回答

74.2% 25.0%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

締結している。 締結していない。 無回答

79.4%

77.1%

74.2%

64.4%

57.0%

49.4%

40.3%

29.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

全体（Ｎ=1,361）

支払条件（支払期日，支払方法等）に関すること
納入方法（納期，納入場所）に関すること
小売業者等（系列店，提携店等を含む。）以外に販売できないこと
仕入条件（全量買取，返品条件付買取，委託契約，消化仕入等）に関すること
製品の権利（意匠，商標，金型等の所有権等）の帰属に関すること
消費者からの商品の苦情等への対応に関すること
在庫管理コスト，検査費用等の負担に関すること
小売業者等の店舗での販売方法（予定販売数量，販売価格等）に関すること
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⑷ 小売業者等からの発注方法 
製造業者等に対し，小売業者等からの発注方法を聞いたところ，集計対象とした１，８３５

取引のうち，「電磁的方法（ＥＤＩ等）」が８９３取引（４８．７％），「書面（注文書等の発

注書面）」が８４７取引（４６．２％）等の結果であった。 

 

図２０ 小売業者等からの発注方法 

 

 

⑸ 小売業者等から交付される発注書面又は電磁的方法に記載されている事項 
前記⑷で「電磁的方法（ＥＤＩ等）」又は「書面（注文書等の発注書面）」と製造業者等が

回答した１，７４０取引について，小売業者等から交付される発注書面に記載されている事

項を聞いたところ，「発注年月日」が１，６６５取引（９５．７％），「小売業者等及び自社

の名称（番号，記号等による記載を含む。）」が１，６４９取引（９４．８％）であったが，

「支払金額，支払期日，支払方法」は４２９取引（２４．７％），「受入検査を行う場合の検

査期間」は１９５取引（１１．２％）等の結果であった。 

 

図２１ 発注書面又は電磁的方法に記載されている事項（複数回答可） 

 

  

48.7% 46.2%

2.9% 2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

電磁的方法（ＥＤＩ等） 書面（注文書等の発注書面） 口頭 無回答

95.7%

94.8%

90.4%

81.8%

24.7%

11.2%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（Ｎ=1,740）

発注年月日
小売業者等及び自社の名称（番号，記号等による記載を含む。）
発注内容（規格，意匠，型式等の仕様に関する事項等）
受領日，受領場所
支払金額，支払期日，支払方法
受入検査を行う場合の検査期間
その他
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４ ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る要請 
⑴ ＰＢ商品の取引を開始した経緯 

製造業者等に対し，小売業者等との間でＰＢ商品の取引を開始した経緯を聞いたところ，

集計対象とした１，８３５取引のうち，「ＮＢ商品の取引がある小売業者等から要請を受け

た。」が８５０取引（４６．３％），「ＮＢ商品の取引がある小売業者等に対して提案を行っ

た。」が３５３取引（１９．２％），「ＮＢ商品の取引がない小売業者等から要請を受けた。」

が３０６取引（１６．７％）等の結果であった。 

 

図２２ 小売業者等との間でＰＢ商品の取引を開始した経緯 

 
 

⑵ ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る要請 
ア 要請の有無 

製造業者等に対し，ＰＢ商品に係る取引条件の設定等の際に，小売業者等から後記⑵ウ

（図２５）にあるような自社に不利益となるような要請を受けたことがあるかを聞いた

ところ，集計対象とした１，８３５取引のうち，「要請を受けたことがある。」が２２１

取引（１２．０％），「要請を受けたことはない。」が１，５９４取引（８６．９％）等の

結果であった。 

 

図２３ 要請の有無 

 
 

イ 要請への対応 

前記⑵アで「要請を受けたことがある。」と製造業者等が回答した２２１取引について，

当該要請にどのように対応したかを聞いたところ，「受け入れた。」が１９８取引

（８９．６％），「撤回させることができた。」が１９取引（８．６％）等の結果であった。 

 

図２４ 要請への対応 

 

46.3% 19.2% 16.7% 12.9%

3.5% 1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

ＮＢ商品の取引がある小売業者等から要請を受けた。 ＮＢ商品の取引がある小売業者等に対して提案を行った。

ＮＢ商品の取引がない小売業者等から要請を受けた。 ＮＢ商品の取引がない小売業者等に対して提案を行った。

その他 無回答

12.0% 86.9%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

要請を受けたことがある。 要請を受けたことはない。 無回答

89.6% 8.6%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=221）

受け入れた。 撤回させることができた。 無回答
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ウ 要請の内容  

前記⑵イで小売業者等から受けた要請を「受け入れた。」と製造業者等が回答した１９８

取引について，要請の内容を聞いたところ，主たる回答は下図のとおりであった。 

 

図２５ 要請の内容（複数回答可） 

要請の内容 取引数 

原価構成や製造工程に係る情報など，開示することにより価格交渉等において

不利な立場に立つこととなる情報の開示を取引条件として設定するもの 
１５６取引 

ＮＢ商品と同水準の原材料の使用を求められるにもかかわらず，取引価格につ

いてはＮＢ商品より著しく低い価格での取引を要請するもの 
９０取引 

利益率が低い等により製造委託の要請を断ろうとしたところ，ＮＢ商品の取引

の中止，取引数量の減少をちらつかせ，製造委託に応じるように要請するもの 
３９取引 

ＰＢ商品の取引を開始することを条件に，本来支払う必要のないリベート・協

賛金等の負担を要請するもの 
２０取引 

その他（月 1回特売をすることを取引条件とするもの，ＰＢ商品を製造するた

めにＮＢ商品の製造を取り止めるよう要請するもの等） 
２５取引 

 

エ 要請を受け入れた理由 

前記⑵イで小売業者等から受けた要請を「受け入れた。」と製造業者等が回答し

た１９８取引について，要請を受け入れた理由を聞いたところ，主たる回答は下図のと

おりであった。 

 

図２６ 要請を受け入れた理由（複数回答可） 

要請を受け入れた理由 取引数 

要請を断った場合に，今後の取引数量，取引高等に影響があると自社が判断

したため。 
１２１取引 

同業他社が要請に応じている中で，自社だけが応じないとすることが困難で

あったため。 
９３取引 

短期的には不利益となっても，将来的にそれ以上の利益が見込まれると自社

が判断したため。 
８１取引 

 

オ 費用負担の方法 

前記⑵イで小売業者等から受けた要請を「受け入れた。」と製造業者等が回答した１９８

取引について，利益率の低下等に伴う費用負担の方法を聞いたところ，回答は下図のと

おりであった。 

 

図２７ 費用負担の方法 

費用負担の方法 取引数 

全て自社又は自社のグループ内で負担した。 １６４取引 

生じた負担の全部又は一部を自社に納入している事業者にも負担してもらった。 １９取引 

無回答 １５取引 
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カ 具体的回答事例 

製造業者等に対する書面調査及びヒアリングの結果，「ＰＢ商品の取引条件の設定等に

係る要請」に係る具体的な事例として，次のような回答があった。 

○ ＰＢ商品の取引を開始する際，使用原材料，添加物，製造ライン，殺菌方法とい

った商品の安全に関わる情報とともに，原材料の調達費用，原価構成といった項目

についても開示するように求められる。こうした情報は，対等な取引関係では通常

開示しない項目であり，当社が開示した情報を基に，価格交渉において，「この費用

はもっと下げられるんじゃないの。」などと納入価格の引下げを要請されている。 

 

○ ＰＢ商品の場合，小売業者等が消費者への販売価格をあらかじめ決めており，先

方の営業担当者から「納入価格はこのくらいにしてくれ。」と示され，交渉の余地が

ないことが多い。そのような価格で製造することは難しいと回答しても，小売業者

等は，当社だけでなく，他社も含めて原材料の仕入価格や原材料構成比等を把握し

ているため，「もっと原材料は安く仕入れることができるんじゃないの。」，「利益を

取り過ぎているんじゃないの。」などと指摘を受け，結局先方が示した納入価格での

取引に応じざるを得ない。 

 

○ ＮＢ商品の取引を行っていた総合スーパーとの間で新たにＰＢ商品の取引を行う

こととなり，その取引条件を交渉していた際，要求されるＰＢ商品の水準に比べて

納入価格が低く設定されていたため，「提示された条件では取引できません。」と断

わろうとしたことがある。その際，総合スーパーの営業担当者から，「今回のＰＢ商

品の製造委託に応じてくれないのであれば，ＮＢ商品も扱わないよ。」と言われ，実

際に，ＮＢ商品の一部の取引が停止された。こうしたことから，この総合スーパー

からのＰＢ商品の製造委託に応じることは半ば強制的なものであると考えている。 

 

○ ＰＢ商品の取引を開始する際，取引先から情報開示を求められる項目として最も

困るのは，当社の製品の原料の使用割合等のレシピに関する情報である。当社のレ

シピは，特許等を取得しているわけではないため，取引先との間でいくら守秘義務

契約を結んでいたとしてもどのように利用されるかは分からない。また，当社が独

自に作り上げてきた味が一度外部に出てしまえば，他の会社に同様の商品を製造さ

れてしまうおそれがあるが，今後の取引のことを考えると，こうした情報の開示を

拒むことはできない。 

 

○ 大手の小売業者等は，ＰＢ商品について，「製造業者の設備が動いていないときに，

稼働率を上げるために製造させてあげている。」という認識をもっており，同水準の

ＮＢ商品に比べて価格水準を基本的に低く設定していることが多い。 

そのため，ＰＢ商品の仕様を定める際，ＮＢ商品と同水準又はそれ以上の水準の

原材料の使用を求められるにもかかわらず，取引価格についてはＮＢ商品よりも低

い価格での取引を求められるという事例がしばしば発生している。 
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○ ＰＢ商品の場合，小売業者等から発注数量の確約を受けることができない中で，

自社で発注見込数量を策定し，生産計画を立てなければならないが，欠品が許され

ないため，実際の発注量よりも多く製造せざるを得ない。そして，製造後，発注を

受けるまでの間，在庫の保管に係る費用は全て納入業者の負担となる。また，実際

の発注数量が，発注見込数量より少ない場合でも，製造したＰＢ商品は，他の小売

業者等に販売できないため，自社で処分することになる。そうしたことから，当社

の売上高全体に占めるＰＢ商品の売上高の割合が１割を超えると，小売業者等の都

合により経営を左右されかねず，危険であると考えている。 

 

○ 当社が取引しているＰＢ商品は，元々ＮＢ商品として取引している商品のうち，

売行きの良い商品について，パッケージだけを変えてＰＢ商品として取引している

場合が多い。この場合，当社の使用する原材料はＮＢ商品のままであり，製造原価

は変わらないが，ＰＢ商品となる際には３割程度納入単価を引き下げるように求め

られる。納入単価をこの水準まで引き下げられると当社としては利益の確保が非常

に難しくなっている。 
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５ ＰＢ商品の取引に係るその他不当な要請 
⑴ 購入・利用の要請 

ア 要請の有無 

製造業者等に対し，小売業者等から当該小売業者等との取引に係るＰＢ商品以外の商品

又は役務（以下「商品等」という。）の購入・利用を要請されたことがあるかを聞いたと

ころ，集計対象とした１，８３５取引のうち，「要請されたことがある。」が５８取引

（３．２％），「要請されたことはない」が１，７１２取引（９３．３％）等の結果であ

った。 

 

図２８ 要請の有無 

 

 

イ 要請への対応 

前記⑴アで「要請されたことがある。」と製造業者等が回答した５８取引について，当

該要請にどのように対応したかを聞いたところ，「応じている。」が４２取引（７２．４％），

「応じていない」が１６取引（２７．６％）であった。 

 

図２９ 要請への対応 

 

 

ウ 要請の態様 

前記⑴イで要請に「応じている。」と製造業者等が回答した４２取引について，要請の

態様を聞いたところ，主たる回答は下図のとおりであった。 

 

図３０ 要請の態様（複数回答可） 

要請の態様 取引数 

小売業者等の仕入担当者からの商品等の購入・利用の要請 ２３取引 

組織的又は計画的な商品等の購入・利用の要請 ６取引 

購入しなければ取引を打ち切る，取引数量を削減するなど，今後の取引

に影響すると受け取られるような方法による商品等の購入・利用の要請 
４取引 

  

3.2%

93.3%

3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

要請されたことがある。 要請されたことはない。 無回答

72.4% 27.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=58）

応じている。 応じていない。
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エ 購入・利用を要請された商品等の内容 

前記⑴イで要請に「応じている。」と製造業者等が回答した４２取引について，購入・

利用を要請された商品等の内容を聞いたところ，主たる回答は下図のとおりであった。 

 

図３１ 購入・利用を要請された商品等の内容（複数回答可） 

購入・利用を要請された商品等の内容 取引数 

季節商品（お節料理，クリスマスケーキ等） ２４取引 

小売業者等のグループ会社が提供する商品・サービス １３取引 

中元・歳暮商品 １０取引 

 

オ 要請を受け入れた理由 

前記⑴イで要請に「応じている。」と製造業者等が回答した４２取引について，要請を

受け入れた理由を聞いたところ，主たる回答は下図のとおりであった。 

 

図３２ 要請を受け入れた理由（複数回答可） 

要請を受け入れた理由 取引数 

短期的には不利益となっても，将来的にそれ以上の利益が見込まれると

自社が判断したため。 
２１取引 

同業他社が要請に応じている中で，自社だけが応じないとすることが困

難であったため。 
１５取引 

要請を断った場合に，今後の取引数量，取引高等に影響があると自社が

判断したため。 
１１取引 

 

カ 費用負担の方法 

前記⑴イで要請に「応じている。」と製造業者等が回答した４２取引について，購入・

利用の要請により生じた費用の負担方法を聞いたところ，回答は下図のとおりであった。 

 

図３３ 費用負担の方法 

費用負担の方法 取引数 

全て自社又は自社のグループ内で負担した。 ３９取引 

無回答 ３取引 
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キ 具体的回答事例 

製造業者等に対する書面調査及びヒアリングの結果，「購入・利用の要請」に係る具体

的な事例として，次のような回答があった。 

○ 地方の中核都市に本社を置くスーパーから，一方的にカタログを送ってきた上で，

「うなぎを２０匹買ってほしい。」，「クリスマスケーキのノルマがあるので５０箱買っ

てくれませんか。」などと要請を受けている。全国展開しているスーパーに比べ，地方

で有力なスーパーの方が露骨な要請を行うことが多い。 

 

○ 卸売業者を通じてＰＢ商品をスーパー等に納品しているが，納品先のスーパー等が

取り扱うクリスマスケーキについて，卸売業者からパンフレットと注文書が送られて

きて，「いついつまでに返送してくれ。昨年は２０個くらい注文してくれたから，その

くらいはお願いしたい。」などと要請される。 

当社では，営業担当者を中心に購入希望のある者を募り，前年同様の数量を購入す

るようにしている。大体，１回の注文当たり合計３万円くらいになるが，この費用は

購入する個人がそれぞれ負担している。 

また，卸売業者のグループ会社が取り扱っている商品についても，同様にカタログ

が送られてきて購入を依頼されるため，同様に，前回同様の数字を目途に購入に応じ

ている。 

 

○ いまだに営業担当者を通じてクリスマスケーキやお節料理の購入を要請してくる小

売業者等がいる。小売業者等の営業担当者から，「お宅は去年○個，他の取引先は○個

買ってくれたよ。今年も何個買うか報告して。」，「どうせどこかの店でクリスマスケー

キを買うんだったらうちのを買ってよ。」などと言われ，当該営業担当者の名前が入っ

たパンフレットとともに申込書を渡されると，なかなか断ることはできない。 

 

○ ＰＢ商品を納品している取引先の総合スーパーでは，毎年，夏の中元，年末の歳暮

の時期の前に，カタログギフトに掲載する商品について，青果，加工食品など，部単

位で方針説明会が開かれており，当社も説明会に参加している。 

説明会後に総合スーパーの担当者と納入業者が出席する懇親会があり，この懇親会

に出席しなければ，自社の商品を中元等のカタログに掲載してもらうことができなく

なっている。さらに，納入業者は一人当たり会費１万円を支払わなければならないが，

総合スーパーの社員は費用を負担することなく懇親会に参加しており，社員の飲食の

ための費用まで納入業者が負担している。 
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⑵ 協賛金等の負担の要請 
ア 要請の有無 

製造業者等に対し，小売業者等から協賛金等の名目による金銭の負担を要請されたこと

があるかを聞いたところ，集計対象とした１，８３５取引のうち，「要請されたことがあ

る。」が３７６取引（２０．５％），「要請されたことはない。」が１，４１３取引（７７．０％）

等の結果であった。 

 

図３４ 要請の有無 

 
  

イ 要請への対応 

前記⑵アで「要請されたことがある。」と製造業者等が回答した３７６取引について，

当該要請にどのように対応したかを聞いたところ，「応じている。」が３６１取引

（９６．０％），「応じていない。」が１４取引（３．７％）等の結果であった。 

 

図３５ 要請への対応 

 
 

ウ 負担額及びその算出根拠，使途等が明確にされていたか 

前記⑵イで要請に「応じている。」と製造業者等が回答した３６１取引について，協賛

金等の要請の際，負担額及びその算出根拠，使途等が明確にされていたかを聞いたとこ

ろ，「明確にされていない。」が３９取引（１０．８％），「明確にされていた。」が３２２

取引（８９．２％）であった。 

 

図３６ 負担額及びその算出根拠，使途等が明確にされていたか 

 

20.5% 77.0%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

要請されたことがある。 要請されたことはない。 無回答

96.0%

3.7% 0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=376）

応じている。 応じていない。 無回答

10.8% 89.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=361）

明確にされていない。 明確にされていた。

19 

 



エ 負担額と直接の利益 5の比較 

前記⑵ウで「明確にされていた。」と製造業者等が回答した３２２取引について，協賛

金等の負担額と，負担することにより得られる直接の利益との比較について聞いたとこ

ろ，「負担額が直接の利益を上回る水準となっている。」が２８取引（８．７％），「負担

額が直接の利益に見合う水準となっている。」が１９９取引（６１．８％），「直接の利益

が負担額を上回る水準となっている。」が９４取引（２９．２％）等の結果であった。 

 

図３７ 負担額と直接の利益の比較 

 

 

オ 要請の内容 

前記⑵ウで「明確にされていない。」又は前記⑵エで「負担額が直接の利益を上回る水

準となっている。」と製造業者等が回答した６７取引について，協賛金等の負担の要請の

内容を聞いたところ，主たる回答は下図のとおりであった。 

 

図３８ 要請の内容（複数回答可） 

要請の内容 取引数 

自社の商品の販売促進に直接寄与しない催事，広告等のための協賛金等

の負担の要請 
１８取引 

センターフィーについて，その額や算出根拠等を明確にすることなく一

方的に負担を要請し，当該施設の利用量等に応じた合理的な負担分を超

える額の負担の要請 

１５取引 

小売業者等の決算対策のための協賛金等の負担の要請 １３取引 

 

カ 要請を受け入れた理由 

前記⑵ウで「明確にされていない。」又は前記⑵エで「負担額が直接の利益を上回る水

準となっている。」と製造業者等が回答した６７取引について，要請を受け入れた理由を

聞いたところ，主たる回答は下図のとおりであった。 

 

  

5
 製造業者等が協賛金を負担することにより，自社の商品の販売促進につながる場合など実際に生じる利益のことをいい，

費用を負担することにより将来の取引が有利になるというような間接的な利益は含まない。 

8.7% 61.8% 29.2%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=322）

負担額が直接の利益を上回る水準となっている。
負担額が直接の利益に見合う水準となっている。
直接の利益が負担額を上回る水準となっている。
無回答

20 

 

                         



図３９ 要請を受け入れた理由（複数回答可） 

要請を受け入れた理由 取引数 

同業他社が要請に応じている中で，自社だけが応じないとすることが困

難であったため。 
３５取引 

要請を断った場合に，今後の取引数量，取引高等に影響があると自社が

判断したため。 
２６取引 

短期的には不利益となっても，将来的にそれ以上の利益が見込まれると

自社が判断したため。 
１１取引 

 

キ 費用負担の方法 

前記⑵ウで「明確にされていない。」又は前記⑵エで「負担額が直接の利益を上回る水

準となっている。」と製造業者等が回答した６７取引について，協賛金等の負担の要請に

より生じた費用の負担方法を聞いたところ，回答は下図のとおりであった。 

 

図４０ 費用負担の方法 

費用負担の方法 取引数 

全て自社又は自社のグループ内で負担した。 ５１取引 

生じた負担の全部又は一部を自社に納入している事業者にも負担して

もらった。 
４取引 

無回答 １２取引 
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ク 具体的回答事例 

製造業者等に対する書面調査及びヒアリングの結果，「協賛金等の負担の要請」に係る

具体的な事例として，次のような回答があった。 

○ 当社は，ＰＢ商品の取引を行っている食品スーパーに対し，基本リベートとして取

引金額の３％を支払っているほか，「出店１００店舗達成記念」，「創業○○年祭」，「年

末協賛」などの名目で，当社との取引金額に関係なく協賛金の負担を要請されている。 

昨年でいえば，１０月に販売促進費用として２０万円，１２月には年末協賛とし

て３０万円の負担を要請された。先方からの要請は金額ありきで，「去年は２０万円ご

協力いただいていますが，今年は増やしていただけますか。」などと，前年と同額の負

担に応じることを前提に，負担金額の増額を求められる。また，当社が負担する協賛

金等の名目についても，先方の担当者から，「このように書いてくれ。」と指示があり，

当社は指示されたとおりの内容を記載して提出している。 

いずれの負担要請においても，実際に当社が納入した商品が消費者の目に付きやす

い場所に置かれるなど販売促進に係る施策が行われたことは一切なく，当社には何ら

利益となるものではない。 

 

○ 卸売業者を通じて納品している総合スーパーが新店をオープンする際に，「棚代」と

称して２００万円の協賛金の負担を要請された。 

棚代とは，新店がオープンする際に，消費者の目に付きやすい場所に商品を置いて

もらうための費用として要請されるものであるが，費用負担に応じたからといって，

オープン後もずっと目に付きやすい場所に商品を置いてもらえるとは限らない。 

また，この卸売業者が，納入したスーパー等から要請されたセンターフィーについ

て，当社は，この卸売業者から費用補填の要請を受けている。物流については，当社

が配送業者を手配した上でスーパー等の物流センターに配送し，積み下ろし作業まで

含めて全て当社で作業を行っているため，センターフィー補填まで要請されるのは納

得いかない。 

 

○ 卸売業者を通じて，ＰＢ商品をドラッグストア及びディスカウントストアに納品す

る取引を開始して間もなく，ＰＢ商品の納品先であるドラッグストア及びディスカウ

ントストアの店舗が新規開店する度に，卸売業者から，協賛金の負担を要請されるよ

うになった。こうした要請を昨年だけで５回受けた。 

卸売業者からの要請は，ＦＡＸ又は郵送による文書の形式で，文書には，「開店協賛

金のお願い」というタイトルとともに，オープン日，店名，住所とともに，協賛金額

として税込み１０，５００円が記載されている。また，差出人は卸売業者名となって

おり，同社のスーパー等向けの営業担当者の印鑑が押されている。先方の営業担当者

に対し，こうした要請の経緯を聞いたところ，「御社だけでなく，他の全てのメーカー

さんにも協力をお願いしている。今後の取引のこともあるので，御社も協力してもら

えないか。」ということであったため，要請された金額どおりに負担に応じているが，

オープン協賛を負担した店舗の中には，当社の商品が納品されておらず，負担に応じ

ても当社の売上げ増加につながらない店舗もあった。 

22 

 



○ 取引先の食品スーパーで毎月２回程度実施されるセールに際し，取り扱われるＰＢ

商品の量に応じて毎回１０万円から２０万円程度の負担を要請されている。こうした

要請は，担当のバイヤーか，その上司である課長から口頭で受けている。要請を受け

る頻度が高いため，当社の営業担当者を通じて「応じられません。」と断ろうとしたこ

ともあったが，その際に，「御社とはＰＢ商品だけでなく，ＮＢ商品も取引しているが，

今後の取引を考えなくてはいけないな。」と，取引の停止をはっきりと示唆された。 

この食品スーパーは当社にとって主要な取引先であり，取引全体がなくなる，又は

減少することになっては困ると考えて要請に応じている。 

 

○ 当社は，卸売業者を通じてコンビニエンスストアにＰＢ商品を納入しているが，コ

ンビニエンスストアに新商品が導入される際，この卸売業者から「初回導入費」と称

し，初回納入分について，通常の納入金額より低い価格で納入し，通常の納入金額と

の差額分を当社が負担するように要請されている。商品によって値下げ幅に差はある

が，だいたい１商品当たり５円から１５円の値下げを平均的な納入数量である１５万

個について要請されるので，１回当たりの負担は１００万円を超える金額になる。こ

うした費用負担に応じなければ新商品を導入してもらえなくなるため，断ることがで

きないものとなっている。 

 

○ 取引先３社から，小売業者等の決算時期に当たる２月頃に，取引額の１％（１社当

たり５０万円～１００万円程度）を決算協力金・年末協力金として要請されている。

当社は，ＰＢ商品の取引については協賛金等の負担に応じない方針であるが，協力金

の要請金額は，ＮＢ商品とＰＢ商品の両方を含む取引金額を基に算出されている。当

社としては，ＰＢ商品の取引については負担に応じたくないと考えても，「競合メーカ

ーはいくら出してくれた。」と言われた上で要請されると，要請された金額どおりの負

担に応じざるを得ない。 
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⑶ 従業員等の派遣の要請 
ア 要請の有無 

製造業者等に対し，小売業者等から従業員等の派遣を要請されたことがあるかを聞い

たところ，集計対象とした１，８３５取引のうち，「要請されたことがある。」が１５７

取引（８．６％），「要請されたことはない」が１，６４３取引（８９．５％）等の結果

であった。 

 

図４１ 要請の有無 

 

 

イ 要請への対応 

前記⑶アで「要請されたことがある。」と製造業者等が回答した１５７取引について，

当該要請にどのように対応したかを聞いたところ，「応じている。」が１５６取引

（９９．４％），「応じていない。」が１取引（０．６％）であった。 

 

図４２ 要請への対応 

 

 

ウ 派遣の条件が明確にされていたか 

前記⑶イで要請に「応じている。」と製造業者等が回答した１５６取引について，派遣

の条件（派遣日数，作業時間，作業内容等）が明確にされていたかを聞いたところ，「明

確にされていない。」との回答が１６取引（１０．３％），「明確にされていた。」との回

答が１４０取引（８９．７％）であった。 

 

図４３ 派遣の条件が明確にされていたか 

 

8.6% 89.5%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

要請されたことがある。 要請されたことはない。 無回答

99.4%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=157）

応じている。 応じていない。

10.3% 89.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=156）

明確にされていない。 明確にされていた。
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エ 派遣に伴う負担と直接の利益 6の比較  

前記⑶ウで「明確にされていた。」と製造業者等が回答した１４０取引について，派遣に

伴う負担と，派遣を通じて得られる直接の利益との比較について聞いたところ，「派遣に伴

う負担が直接の利益を上回る水準となっている。」との回答が１４取引（１０．０％），「派

遣に伴う負担が直接の利益に見合う水準となっている。」が９５取引（６７．９％），「直接

の利益が派遣に伴う負担を上回る水準となっている。」が３１取引（２２．１％）であった。 

 

図４４ 派遣に伴う負担と直接の利益の比較 

 

 

オ 要請の内容 

前記⑶ウで「明確にされていない。」又は前記⑶エで「派遣に伴う負担が直接の利益を

上回る水準となっている。」と製造業者等が回答した３０取引について，従業員等の派遣

の要請の内容を聞いたところ，主たる回答は下図のとおりであった。 

 

図４５ 要請の内容（複数回答可） 

要請の内容 取引数 

小売業者等の利益にしかならない業務（新店又は改装オープン前の商品

の搬入，展示，陳列の作業等）を行わせるための派遣の要請 
２１取引 

小売業者等が派遣に要する費用を負担するとしながら，実際にかかる人

件費，交通費，宿泊費等の一部しか負担しない派遣の要請 
６取引 

契約上，小売業者等の物流センターまで納品することが契約内容とされ

ている場合において，物流センター内における商品の並び替え等の作業

を無償で行わせるための要請 

４取引 

 

カ 要請を受け入れた理由 

前記⑶ウで「明確にされていない。」又は前記⑶エで「派遣に伴う負担が直接の利益を

上回る水準となっている。」と製造業者等が回答した３０取引について，要請を受け入れ

た理由を聞いたところ，主たる回答は下図のとおりであった。 

  

6
 製造業者等が自社の従業員等を派遣して商品を消費者に販売させることにより，自社が納入する商品の売上げ増加や消費

者ニーズの動向の直接把握につながる場合など実際に生じる利益のことをいい，将来の取引が有利になるというような間

接的な利益は含まない。 

10.0% 67.9% 22.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=140）

派遣に伴う負担が直接の利益を上回る水準となっている。

派遣に伴う負担が直接の利益に見合う水準となっている。

直接の利益が派遣に伴う負担を上回る水準となっている。
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図４６ 要請を受け入れた理由（複数回答可） 

要請を受け入れた理由 取引数 

同業他社が要請に応じている中で，自社だけが応じないとすることが困

難であったため。 
２５取引 

要請を断った場合に，今後の取引数量，取引高等に影響があると自社が

判断したため。 
２２取引 

短期的には不利益となっても，将来的にそれ以上の利益が見込まれると

自社が判断したため。 
１２取引 

 

キ 費用負担の方法 

前記⑶ウで「明確にされていない。」又は前記⑶エで「派遣に伴う負担が直接の利益を

上回る水準となっている。」と製造業者等が回答した３０取引について，従業員等の派遣

の要請により生じた費用の負担方法を聞いたところ，回答は下図のとおりであった。 

 

図４７ 費用負担の方法 

費用負担の方法 取引数 

全て自社又は自社のグループ内で負担した。 ２９取引 

生じた負担の全部又は一部を自社に納入している事業者にも負担して

もらった。 
１取引 

 

ク 具体的回答事例 

製造業者等に対する書面調査及びヒアリングの結果，「従業員等の派遣の要請」に係る

具体的な事例として，次のような回答があった。 

○ 当社は，総合商社を通じてコンビニエンスストアにＰＢ商品を納入している。コン

ビニエンスストアは，加盟店のオーナー向けに年に２回程度新商品の展示会を開催し

ているが，展示会を開催する際には，コンビニエンスストアから総合商社を通じて当

社を含む納入業者に展示会の手伝い（商品の陳列，試食用サンプルの提供や掃除等の

作業）の要請があり，こうした手伝いへの派遣に掛かる費用は全て当社のような納入

業者の負担となっている。 

さらに，展示会が終了した後，展示会の施設使用料，試食用サンプル及び試食に使

用するコップ等の備品の費用についても総合商社を通じて展示会の手伝いに参加した

納入業者に請求がある。各社への請求費用は，このコンビニエンスストアとの取引金

額に応じて算出されているようで，当社の規模で１会場当たり数百万円単位を請求さ

れているが，会場によっては，全く当社の商品が取り扱われないため，当社にとって

何ら利益とならない場合もある。 

総合商社からは，会場ごとに，応援に来るべき納入業者にマル印が付けられた一覧

表が送られてきているため，要請に応じなければ他社に迷惑がかかるおそれがある。

この総合商社は，どの商品をどの納入業者から仕入れるかといったことを判断できる

立場にあるため，このコンビニエンスストアとの取引を継続するためには，こうした

要請に応じざるを得ない。 
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○ 取引先の食品スーパーの店舗が新規オープン又は改装オープンする際，営業担当者

から，「○○店に何日の何時に集合。」と口頭で従業員等の派遣を要請されている。こ

うした要請を１か月に１回から２か月に１回程度受けている。 

納入業者の従業員は，まず，オープン前日に，食品スーパーが作成した棚割に従っ

て商品を入れていく作業を行う。当社が納入している商品棚には，複数の納入業者が

呼ばれており，自社の商品であるか他社の商品であるかに関わらず，各社で協力しな

がら商品を陳列，補充して棚を完成させていく。 

商品棚への陳列が一通り終了した後，陳列内容を当該食品スーパーの本部指導員が

確認し，意に沿わない箇所については変更の指示を受けて手直しする作業を行う。納

入業者の従業員等は，こうした確認を受けるまでは帰ることができない。 

オープン後は，３日間程度商品の補充，陳列作業を行う。こうした補充，陳列作業

については，食品スーパーの営業担当者から「初日は，Ａ社とＢ社が来て。」と言われ，

各納入業者に作業が割り振られており，当社が行かなければ他社に迷惑がかかるよう

になっているので，応じざるを得ないものとなっている。 

 

○ 卸売業者を通じた納品先である総合スーパーの新店がオープンした際，卸売業者を

通じて，開店前２日間及びオープン後３日間の作業及び販売応援の要請を受けた。 

当社の従業員は，開店前には総合スーパーが作成した棚割に従って商品を陳列し，

商品棚に総合スーパー所定のＰＯＰ（商品の価格や特徴等を表示するための広告媒体）

を貼り付けていく等の作業を行った。また，開店後は，いわゆるマネキン（店頭で商

品説明や試食の提供を行う販売員）として，店頭で商品を宣伝し，購入するお客さん

に手渡すとともに，商品を補充する作業を行った。開店前，開店後ともに，午前８時

頃から店舗に入っており，開店前は商品の陳列が終わり，総合スーパーの確認を受け

るまで，開店後は，当日に納入した２，０００パックを売り切るまで，店頭で作業を

行った。総合スーパーからは，昼食用の弁当が支給されたのみであった。 

また，作業応援者の入店手続時に総合スーパーから配布された文書には，納入業者

は「自主的に」来店していることを確認する文書とともに，手当について，受け取り

を希望するかしないかを回答する内容が記載されていた。他の納入業者が受け取りを

希望していない中で，当社だけが受け取りを希望できるものではなく，納入業者に受

け取りを希望しないと書かせるためのものであったと考えている。 

 

○ 取引先の食品スーパーで拡販が実施される際には，「マネキンを出して。リンゴとト

マトの試食だから，若い子にしてね。」などと言われ，販売員の派遣を要請される。費

用は全額当社負担が当たり前で，派遣の条件等について説明されることはなく，当社

が納入した商品だけでなく，他社が納入した商品についても同様に販売や商品説明を

行うことがある。 

当社から人材派遣会社に依頼して，スタッフを派遣してもらうが，１回の拡販を実

施する場合，１人当たり約２万円×店舗数の費用負担が発生する。多い場合は１０数

店舗で同時に行われるため，費用負担の額は大きいものとなる。そのため，こうした

派遣要請について，負担の軽減を申し入れたことがあるが，その際に，食品スーパー

の営業担当者から取引の停止を強く示唆されたため，負担に応じ続けている。 
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○ 取引先の食品スーパーとの契約では，物流センターに納品し，受領検品を受けた時

点で当社は義務を履行したことになっている。しかし，この食品スーパーの物流センタ

ーは荷受体制が十分整備されていないため，受領検品後に，当社が委託した配送業者の

担当者に対し，「この場所まで持っていってくれ。」とか，「シール貼りを手伝ってくれ。」

といった作業を無償で行うように要請されることがある。こうした要請に応じているた

め，この食品スーパーへの納品に係る時間が長くなり，当社が配送業者に支払う金額も

増えている。 
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⑷ 受領拒否 
ア 受領拒否の有無 

製造業者等に対し，小売業者等からＰＢ商品を購入する契約をした後に，当該商品の一

部又は全部について，受領を拒否されたことがあるかを聞いたところ，集計対象とし

た１，８３５取引のうち，「受領を拒否されたことがある。」が１０６取引（５．８％），「受

領を拒否されたことはない。」が１，６９６取引（９２．４％）等の結果であった。 

 

図４８ 受領拒否の有無 

 
 

イ 受領拒否への対応 

前記⑷アで「受領を拒否されたことがある。」と製造業者等が回答した１０６取引につ

いて，当該受領拒否にどのように対応したかを聞いたところ，「受け入れた。」が１０１

取引（９５．３％），「撤回させることができた。」が５取引（４．７％）であった。 

 

図４９ 受領拒否への対応 

 
 

ウ 受け入れた受領拒否の内容 

前記⑷イで「受け入れた。」と製造業者等が回答した１０１取引について，当該受領拒

否が優越的地位の濫用として問題とならないもの（①製造業者等に責任がある場合，②

商品の購入に当たって製造業者等との合意により受領しない場合の条件を定めており，

その条件に従って受領しない場合，又は③あらかじめ製造業者等の同意を得て，かつ，

商品の受領を拒むことによって製造業者等に生じる損失を小売業者等が負担する場合の

いずれかに該当するもの）であったか，優越的地位の濫用として問題となり得る受領拒

否（①から③以外の受領拒否）であったかを聞いたところ，優越的地位の濫用となり得

る受領拒否が１０取引（９．９％），優越的地位の濫用とならない受領拒否が９０取引

（８９．１％）等の結果であった。 

 

図５０ 受け入れた受領拒否の内容 

 

5.8%

92.4%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

受領を拒否されたことがある。 受領を拒否されたことはない。 無回答

95.3%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=106）

受け入れた。 撤回させることができた。

9.9% 89.1%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=101）

優越的地位の濫用となり得る受領拒否 優越的地位の濫用とならない受領拒否 無回答
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エ 受領拒否が行われた事情 

前記⑷ウで優越的地位の濫用となり得る受領拒否と製造業者等が回答した１０取引につ

いて，受領拒否が行われた事情を聞いたところ，主たる回答は下図のとおりであった。 

 

図５１ 受領拒否が行われた事情（複数回答可） 

受領拒否が行われた事情 取引数 

小売業者等の発注に基づいて商品を納入しようとしたところ，売行き不

振や販売の中止により，当該商品が不要になったことによる受領拒否 
４取引 

あらかじめ定められた検査基準を小売業者等が恣意的に厳しくし，発注

内容と異なること又は瑕疵があることを理由とする受領拒否 
４取引 

小売業者等が，販売計画を変更したことを理由とする受領拒否 ３取引 

 

オ 受領拒否を受け入れた理由 

前記⑷ウで優越的地位の濫用となり得る受領拒否と製造業者等が回答した１０取引につ

いて，受領拒否を受け入れた理由を聞いたところ，主たる回答は下図のとおりであった。 

 

図５２ 受領拒否を受け入れた理由（複数回答可） 

受領拒否を受け入れた理由 取引数 

受領拒否を断った場合に，今後の取引数量，取引高等に影響があると自

社が判断したため。 
５取引 

同業他社が要請に応じている中で，自社だけが応じないとすることが困

難であったため。 
５取引 

短期的には不利益となっても，将来的にそれ以上の利益が見込まれると

自社が判断したため。 
１取引 

 

カ 費用負担の方法 

前記⑷ウで優越的地位の濫用となり得る受領拒否と製造業者等が回答した１０取引につい

て，受領拒否により生じた費用の負担方法を聞いたところ，回答は下図のとおりであった。 

 

図５３ 費用負担の方法 

費用負担の方法 取引数 

全て自社又は自社のグループ内で負担した。 ５取引 

生じた負担の全部又は一部を自社に納入している事業者にも負担して

もらった。 
５取引 
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キ 具体的回答事例 

製造業者等に対する書面調査及びヒアリングの結果，「受領拒否」に係る具体的な事例

として，次のような回答があった。 

○ 卸売業者の物流センターに納品する際，商品の外装には何ら問題がなくとも，梱包

している段ボールに凹みがあるだけで商品の受領を拒否される。 

受領を拒否された場合には，新たに商品を手配した上で，納品先の店舗又は次の物

流拠点まで自社で配送業者を手配して運ばなければならず，１，２ケースの納品のた

めだけに２万円から３万円の負担が追加的に発生するため，完全に赤字の取引となっ

ている。 

 

○ スーパーとの取引では，スーパーから各店舗における予想販売数量に基づき発注さ

れるため，発注後，納品までの間に，各店舗で想定したとおりの数量が販売できない

場合，受領前に店舗側で発注がキャンセルされ，商品の受領を拒否される。 

ＰＢ商品は製造を受託したスーパー以外に販売できないため，なるべく他の店舗に

割り振ってもらうなどして受領してもらうようにお願いしているが，それが難しい場

合は全て当社の負担で商品を引き取っている。こうした事態が毎週のように発生して

いるが，欠品は許されないため，スーパーから事前に示された予想販売数量に基づき

生産せざるを得ない。 

 

○ 取引しているＰＢ商品について，当社の在庫商品の数量等を勘案することなく小売

業者等が販売計画を変更することがある。製造したＰＢ商品は他社に販売することが

できないため，全量買い取ってもらいたいところであるが，コンビニエンスストアの

物流センターで受領を拒否された商品や，当社で在庫となっている商品については当

社の負担で処分している。 
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⑸ 返品 
ア 返品の有無 

製造業者等に対し，小売業者等に一旦納入したＰＢ商品を返品されたことがあるかを

聞いたところ，集計対象とした１，８３５取引のうち「返品されたことがある。」が５２８

取引（２８．８％），「返品されたことはない。」が１，２７４取引（６９．４％）等の結

果であった。 

 

図５４ 返品の有無 

 

 

イ 返品への対応 

前記⑸アで「返品されたことがある。」と製造業者等が回答した取引について，当該返

品にどのように対応したかを聞いたところ，「受け入れた。」が５２３取引（９９．１％），

「撤回させることができた。」が４取引（０．８％）等の結果であった。 

 

図５５ 返品への対応 

 

 

ウ 受け入れた返品の内容 

前記⑸イで「受け入れた。」と製造業者等が回答した５２３取引について，当該返品が

優越的地位の濫用として問題とならないもの（①製造業者等に責任があり，当該商品を

受領した日から相当の期間内に，相当と認められる数量の範囲内で返品する場合，②商

品の購入に当たって製造業者等との合意により返品の条件を定め，その条件に従って返

品する場合，③あらかじめ製造業者等の同意を得て，かつ，商品の返品によって製造業

者等に生じる損失を小売業者等が負担する場合，④製造業者等から商品の返品を受けた

い旨の申出があり，かつ，当該商品を処分することが製造業者等の直接の利益 7となる場

合のいずれかに該当するもの）であったか，優越的地位の濫用となり得る返品（①から

④以外の返品）であったかを聞いたところ，優越的地位の濫用となり得る返品が１２取引

（２．３％），優越的地位の濫用とならない返品が５１１取引（９７．７％）であった。 

  

7
 製造業者等が納入した旧商品を回収して，新商品を納入した方が製造業者等の売上げ増加となる場合など実際に生じる利

益のことをいい，将来の取引が有利になるというような間接的な利益は含まない。 

28.8% 69.4%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

返品されたことがある。 返品されたことはない。 無回答

99.1%

0.8% 0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=528）

受け入れた。 撤回させることができた。 無回答
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図５６ 受け入れた返品の内容 

 

 

エ 返品が行われた事情 

前記⑸ウで優越的地位の濫用となり得る返品と製造業者等が回答した１２取引につい

て，返品が行われた事情を聞いたところ，主たる回答は下図のとおりであった。 

 

図５７ 返品が行われた事情（複数回答可） 

返品が行われた事情 取引数 

当初の見込みに比べて売行きが悪く，又は売れ残ったことにより在庫と

なった商品の返品 
４取引 

小売業者等の独自の判断に基づく商品の仕様の変更，改廃等を理由とす

る返品 
４取引 

小売業者等の独自の判断に基づく店舗又は売り場の改装や棚替えを理

由とする返品 
２取引 

 

オ 返品を受け入れた理由 

前記⑸ウで優越的地位の濫用となり得る返品と製造業者等が回答した１２取引につい

て，返品を受け入れた理由を聞いたところ，主たる回答は下図のとおりであった。 

 

図５８ 返品を受け入れた理由（複数回答可） 

返品を受け入れた理由 取引数 

返品を断った場合に，今後の取引数量，取引高等に影響があると自社が

判断したため。 
９取引 

同業他社が要請に応じている中で，自社だけが応じないとすることが困

難であったため。 
７取引 

短期的には不利益となっても，将来的にそれ以上の利益が見込まれると

自社が判断したため。 
５取引 

 

カ 費用負担の方法 

前記⑸ウで優越的地位の濫用となり得る返品と製造業者等が回答した１２取引につい

て，返品により生じた費用の負担方法を聞いたところ，全ての取引において，「全て自社

又は自社のグループ内で負担した。」との回答であった。 

  

2.3%

97.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=523）

優越的地位の濫用となり得る返品 優越的地位の濫用とならない返品
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キ 具体的回答事例 

製造業者等に対する書面調査及びヒアリングの結果，「返品」に係る具体的な事例とし

て，次のような回答があった。 

○ 取引先の卸売業者は，スーパー等の店舗での販売数量の予測を基に当社への発注数

量を設定している。そのため，予測した発注数量に比べて店舗での商品の回転率が低

く，卸売業者の倉庫で在庫となっている間に小売業者の店舗への出荷期限を過ぎた場

合は，既に出荷した商品が返品の対象となる。 

これとは逆に，あまりにも店舗での回転率が高く，商品が不足して全ての店舗に行

き渡らないような場合，当該商品は一旦定番商品から外されることになり，既に納品

した商品は，店頭にある商品も含めて全て返品の対象となっている。 

返品の対象となった商品は，ＰＢ商品であるため，他の小売業者に販売できず，社

員に配るか廃棄することになる。さらに，返品される商品は着払いで返送されてくる

ため，配送費用まで納入業者の負担となっている。 

 

○ 当社は，卸売業者を通じてコンビニエンスストアにＰＢ商品を納入しているところ，

新商品導入時や特売を実施する際には，店舗から多く発注を受けることを見越して，

卸売業者から多く発注を受けている。 

しかし，実際には店舗から多くの発注を受けられず，卸売業者の在庫として滞留す

ることがある。こうした中で卸売業者の在庫として滞留している間に，コンビニエン

スストアへの出荷期限が過ぎてしまった商品は返品の対象となり，返品に係る送料は

着払いの形で，当社に対して返品されてくる。当社にとっては全く責任のない話であ

り，応じる必要のない要請であるが，この卸売業者を通じなければこのコンビニエン

スストアと取引できないため要請に応じている。 

 

○ 当社は，卸売業者を通じて，スーパー等にＰＢ商品を納入しており，この卸売業者

との契約上は，この卸売業者が受領検品した時点で納入上の義務が終了することにな

っている。しかし，スーパー等に納入して２，３か月した後に，卸売業者の営業担当

者を通じて，「納入された商品に不良品が含まれていたので，引き取ってくれないか。」

との要請を受けることがある。 

受領検品の時点では異常が見つからなかった商品であり，商品の異常がスーパー等

の店頭で発生したものか，店舗への配送途中に発生したものであるかといった原因が

分からないため，当社としてはこうした返品を受け入れる理由はないと考えているが，

卸売業者から，「他の大手さんも受け入れてくれているので，何とか受けてくれない

か。」と言われている中で，やむなく受け入れている。 

 

○ 菓子業界では今でも，食品の製造日から賞味期限までを３分割し，納入期限を製造

日から３分の１の時点までとする「３分の１ルール」に基づく返品が行われている。

ＰＢ商品の場合は，３分の１の期限までは出荷できるが，ＮＢ商品の場合，納入期限

を６分の１までとさらに短く設定している小売業者が多い。そのため，当社でＮＢ商

品を新たに開発したとしても，製造日から賞味期限までの６分の１の期限までに納入

することが難しくなっている。 
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⑹ 支払遅延 
ア 支払遅延の有無 

製造業者等に対し，小売業者等から契約で定めた支払期日までにＰＢ商品の代金が支払

われなかったことや支払期日を延期されたこと（以下「支払遅延」という。）があるかを

聞いたところ，集計対象とした１，８３５取引のうち，「支払遅延を受けたことがある。」

が３取引（０．２％），「支払遅延を受けたことはない。」が１，７９４取引（９７．８％）

等の結果であった。 

 

図５９ 支払遅延の有無 

 
 

イ 支払遅延の対応 

前記⑹アで「支払遅延を受けたことがある。」と製造業者等が回答した３取引について，

当該支払遅延にどのように対応したかを聞いたところ，全て「受け入れた。」との回答で

あった。 

 

図６０ 支払遅延への対応 

 

 

ウ 受け入れた支払遅延の内容 

前記⑹イで「受け入れた。」と製造業者等が回答した３取引について，当該支払遅延が

優越的地位の濫用として問題とならないもの（あらかじめ製造業者等の同意を得て，か

つ，支払遅延によって製造業者等に通常生じる損失を小売業者等が負担する場合）であ

ったか，優越的地位の濫用となり得る支払遅延（それ以外の内容によるもの）であった

かを聞いたところ，優越的地位の濫用となり得る支払遅延との回答が２取引（６６．７％）

等の結果であった。 

 

図６１ 受け入れた支払遅延の内容 

 

0.2%

97.8%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

支払遅延を受けたことがある。 支払遅延を受けたことはない。 無回答

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=3）

受け入れた。

66.7% 33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=3）

優越的地位の濫用となり得る支払遅延 優越的地位の濫用とならない支払遅延
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エ 支払遅延が行われた事情 

前記⑹ウで優越的地位の濫用となり得る支払遅延と製造業者等が回答した２取引につ

いて，支払遅延が行われた事情を聞いたところ，全ての取引について，「その他」との回

答であった。 

なお，その他の具体的内容としては「得意先の電算入力ミスとの理由で数年前まで時々

入金漏れが発生した。」との回答であった。 

 

オ 支払遅延を受け入れた理由 

前記⑹ウで優越的地位の濫用となり得る支払遅延と製造業者等が回答した２取引につ

いて，受け入れた理由を聞いたところ（複数回答可），「支払遅延を断った場合に，今後

の取引数量，取引高等に影響があると自社が判断したため。」，「同業他社が要請に応じて

いる中で，自社だけが応じないとすることが困難であったため。」，「その他」がそれぞれ１

取引（５０．０％）であった。 

なお，その他の具体的内容としては「交渉の余地など全くなく，入金を待つのみでし

た。」との回答があった。 

 

カ 費用負担の方法 

前記⑹ウで優越的地位の濫用となり得る支払遅延と製造業者等が回答した２取引につ

いて，支払遅延により生じた費用の負担方法を聞いたところ，全ての取引において，「全

て自社又は自社のグループ内で負担した。」との回答であった。 

 

キ 具体的回答事例 

前記⑹ウで優越的地位の濫用となり得る支払遅延と回答した取引について，製造業者

等に対するヒアリングの結果，「支払遅延」に係る具体的な事例として，次のような回答

があった。 

○ 小売業者等との取引では，商品の納品から支払いまでの期間が６０日と設定されて

おり，一般的な食品スーパーが３０日から４５日，卸売業者が１０日であるのに比べ

ると非常に長くなっている。 

そうした中で，支払日が土曜日又は日曜日に当たる場合には，支払日を翌営業日に

順延することについてあらかじめ合意していなかったにもかかわらず，６０日を超え

た期日に支払われていた。 
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⑺ 減額 
ア 減額の有無 

製造業者等に対し，ＰＢ商品を販売した後に，小売業者等から契約で定めた対価を減

額されたことがあるかを聞いたところ，集計対象とした１，８３５取引のうち，「減額さ

れたことがある。」が５９取引（３．２％），「減額されたことはない。」が１，７３８取

引（９４．７％）等の結果であった。 

 

図６２ 減額の有無 

 
 

イ 減額への対応 

前記⑺アで「減額されたことがある。」と製造業者等が回答した５９取引について，当

該減額にどのように対応したかを聞いたところ，「受け入れた。」が５５取引（９３．２％），

「撤回させることができた。」が４取引（６．８％）であった。 

 

図６３ 減額への対応 

 
 

ウ 受け入れた減額の内容 

前記⑺イで「受け入れた。」と製造業者等が回答した５５取引について，当該減額が優

越的地位の濫用として問題とならないもの（①製造業者等に責任があり，当該商品を受

領した日から相当の期間内に，相当と認められる金額の範囲内で減額する場合，又は②

対価を減額するための要請が対価に係る交渉の一環として行われ，その額が需給関係を

反映したものであると認められる場合のいずれかに該当するもの）であったか，優越的

地位の濫用となり得る減額（①又は②以外の減額）であったかを聞いたところ，優越的

地位の濫用となり得る減額が７取引（１２．７％），優越的地位の濫用とならない減額

が４８取引（８７．３％）であった。 

 

図６４ 受け入れた減額の内容 

 

3.2%

94.7%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

減額されたことがある。 減額されたことはない。 無回答

93.2%

6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=59）

受け入れた。 撤回させることができた。

12.7% 87.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=55）

優越的地位の濫用となり得る減額 優越的地位の濫用とならない減額
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エ 減額が行われた事情 

前記⑺ウで優越的地位の濫用となり得る減額と製造業者等が回答した７取引について，

減額が行われた事情を聞いたところ，主たる回答は下図のとおりであった。 

 

図６５ 減額が行われた事情（複数回答可） 

減額が行われた事情 取引数 

小売業者等の同業他社で同一水準の商品が安く販売されていることを

理由に，協議することなく販売価格を値引きし，値引販売した額に相当

する額の減額 

４取引 

セールや処分販売により値引きしたことを理由に，又は当該値引き販売

に伴う利益の減少に対処するために，値引販売した額に相当する額の減

額 

３取引 

小売業者等が一定の利益率を確保するため，当該利益率の確保に必要な

金額を計算して，それに相当する額の減額 
２取引 

 

オ 減額を受け入れた理由 

前記⑺ウで優越的地位の濫用となり得る減額と製造業者等が回答した７取引について，

受け入れた理由を聞いたところ，主たる回答は下図のとおりであった。 

 

図６６ 減額を受け入れた理由（複数回答可） 

減額を受け入れた理由 取引数 

減額を断った場合に，今後の取引数量，取引高等に影響があると自社が

判断したため。 
４取引 

同業他社が要請に応じている中で，自社だけが応じないとすることが困

難であったため。 
４取引 

小売業者等から今後の取引数量，取引高等への影響を示唆されたため。 ２取引 

 

カ 費用負担の方法 

前記⑺ウで優越的地位の濫用となり得る減額と製造業者等が回答した７取引について，

減額により生じた費用の負担方法を聞いたところ，回答は下図のとおりであった。 

 

図６７ 費用負担の方法 

費用負担の方法 取引数 

全て自社又は自社のグループ内で負担した。 ６取引 

生じた負担の全部又は一部を自社に納入している事業者にも負担して

もらった。 
１取引 
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キ 具体的回答事例 

製造業者等に対する書面調査及びヒアリングの結果，「減額」に係る具体的な事例とし

て，次のような回答があった。 

○ 当社が納入したＰＢ商品について，店頭で思うように売れず在庫となっている商品

を処分するために値引き販売を実施する場合や，競合するスーパーで安く商品が販売

されていることを理由として，その価格に対抗するための値引き販売をする場合に，

かかった費用の一部又は全部の負担を求められている。 

こうした値引き販売は，食品の消費期限が迫るにつれて値下げ幅が大きくなり，そ

の分当社の負担金額も大きくなる。元々の利益率が低い分，さらに費用負担を求めら

れると当社としては苦しい状況となる。 

ＰＢ商品は，返品されても他の小売業者等に販売することはできないため，値引き

しても売り切ってもらわなければ困るものであるが，一旦仕入れた商品の販売が在庫

となった場合のリスクは，小売業者等が負うべきであると考えている。 

 

○ スーパー等で特売を実施する際，先方の営業担当者から，「競合スーパーの店舗では

○○円で売っているから，納入価格を●●円以下にしてもらえないか。」と要請される

ことがある。こうした値引き要請に応じた場合，元々の納入価格と値引き後の納入価

格との差額を当社が負担することになるが，１００％要請に応じなかった場合（要請

された金額の半額だけ応じる場合等）は，その分当社の取引数量が減らされ，代わり

に要請に応じた製造業者等の商品の数量が増加することになる。 

 

○ 当社は，食品スーパーとの取引を特売用の単価と通常の単価の二本立てで行ってい

る。通常は，特売の期間が終了すると，自動的に通常の単価に戻ることになっている

が，特売終了後も低い価格が適用されたままになっていることがある。 

この食品スーパーからの請求書をみて，適用すべき単価が誤っていることを当社か

ら指摘して初めて修正されるが，単価が修正されるまでの期間に売れた個数×両単価

の差額によって生じる損失は，全て当社の負担となっている。 

 

○ 小売業者等から要請される減額は，①原材料価格の変動に伴うものと，②チラシに

掲載した商品の特売の実施に伴うものに大別できる。 

まず，原材料価格の変動に伴うものとは，取引条件として年間を通じた取引価格を

事前に定めているにもかかわらず，原材料価格の相場が下がった場合に納入価格の値

引きを要請されるものである。原材料価格の相場が上がった場合に納入価格を引き上

げてもらえるわけではないので，当社としてはこうした要請は断りたいものであるが，

断った場合には今後の取引数量に影響があると考え，要請に応じている。 

次に，年に４回から５回，チラシに掲載した商品について特売を実施するための値

引きを求められている。この値引きについては一度断ったことがあるが，その後再度

要請されたため，仕方なく応じたということがあった。それ以来，この小売業者等か

らの要請は結局断ることができないものであると考え，要請された金額どおりの値引

きに応じている。 
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⑻ 取引の対価の一方的決定 
ア 納入価格の決定方法 

製造業者等に対し，小売業者等とのＰＢ商品に係る取引における納入価格の決定方法を

聞いたところ，集計対象とした１，８３５取引のうち，「自社から製造原価等に一定の利

益を上乗せした価格を提示し，価格交渉を経て決定している。」との回答が１，３７７取

引（７５．０％），「小売業者等から提示された価格を基に，価格交渉を経て決定してい

る。」が３２９取引（１７．９％）等の結果であった。 

 

図６８ 納入価格の決定方法 

 
 

イ 要請の有無 

製造業者等に対し，小売業者等から，通常の納入価格を著しく下回る価格で取引するよ

う要請されたことがあるかを聞いたところ，集計対象とした１，８３５取引のうち，「要

請されたことがある。」が１６２取引（８．８％），「要請されたことはない。」が１，６３９

取引（８９．３％）等の結果であった。 

 

図６９ 要請の有無 

 

 

ウ 要請への対応 

前記⑻イで「要請されたことがある。」と製造業者等が回答した１６２取引について，

当該要請にどのように対応したかを聞いたところ，「受け入れた。」が１１４取引

（７０．４％），「撤回させることができた。」が４８取引（２９．６％）であった。 

 

図７０ 要請への対応 

 

75.0% 17.9%

3.3%
1.6%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

自社から製造原価等に一定の利益を上乗せした価格を提示し，価格交渉を経て決定している。
小売業者等から提示された価格を基に，価格交渉を経て決定している。
複数の製造業者等の候補先が提示した価格のうち，最も低い価格で決定している。
小売業者等から提示された価格で決定している。
無回答

8.8%

89.3%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

要請されたことがある。 要請されたことはない。 無回答

70.4% 29.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=162）

受け入れた。 撤回させることができた。
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エ 受け入れた要請の内容 

前記⑻ウで「受け入れた。」と製造業者等が回答した１１４取引について，当該要請が

優越的地位の濫用として問題とならないもの（①要請のあった対価で取引を行おうとす

る同業他者が他に存在すること等を理由として，低い対価で取引するように要請するこ

とが，対価に係る交渉の一環として行われるものであって，その額が需給関係を反映し

たものであると認められる場合，又は②ある品目について，セール等を行うために通常

よりも大量に仕入れる目的で，通常の購入価格よりも低い価格で購入する場合など，取

引条件の違いを正当に反映したと認められる場合のいずれかに該当するもの）であった

か，優越的地位の濫用となり得る要請（①又は②以外の要請）であったかを聞いたとこ

ろ，優越的地位の濫用となり得る要請が１６取引（１４．０％），優越的地位の濫用とな

らない要請が９８取引（８６．０％）であった。 

 

図７１ 受け入れた要請の内容 

 
 

オ 要請が行われた事情 

前記⑻エで優越的地位の濫用となり得る要請と製造業者等が回答した１６取引につい

て，要請が行われた事情を聞いたところ，主たる回答は下図のとおりであった。 

 

図７２ 要請が行われた事情（複数回答可） 

要請が行われた事情 取引数 

原材料の値上りや品質改良等に伴う研究開発費の増加，環境規制への対

策などにより，製造に係るコストが大幅に増加したにもかかわらず，従

来の単価と同一の単価での取引の要請 

１３取引 

社外秘である製造原価計算資料等の提出を求められ，当該情報を踏まえ

て設定された著しく低い単価での取引の要請 
８取引 

多量の発注を前提として提示した単価を，少量しか発注しない場合の単

価として設定する取引の要請 
３取引 

 

カ 要請を受け入れた理由 

前記⑻エで優越的地位の濫用となり得る要請と製造業者等が回答した１６取引につい

て，受け入れた理由を聞いたところ，主たる回答は下図のとおりであった。 

 

  

14.0% 86.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=114）

優越的地位の濫用となり得る要請 優越的地位の濫用とならない要請
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図７３ 要請を受け入れた理由（複数回答可） 

要請を受け入れた理由 取引数 

要請を断った場合に，今後の取引数量，取引高等に影響があると自社が

判断したため。 
１２取引 

同業他社が要請に応じている中で，自社だけが応じないとすることが困

難であったため。 
７取引 

小売業者等から今後の取引数量，取引高等への影響を示唆されたため。 ６取引 

 

キ 費用負担の方法 

前記⑻エで優越的地位の濫用となり得る要請と製造業者等が回答した１６取引につい

て，要請により生じた費用の負担方法を聞いたところ，回答は下図のとおりであった。 

 

図７４ 費用負担の方法 

費用負担の方法 取引数 

全て自社又は自社のグループ内で負担した。 １４取引 

無回答 ２取引 

 

ク 具体的回答事例 

製造業者等に対する書面調査及びヒアリングの結果，「取引の対価の一方的決定」に係

る具体的な事例として，次のような回答があった。 

○ 当社が納入している菓子の原材料価格は，最近の１，２年で２５％程度上昇してい

るが，納入価格が据え置かれているため利益率が低下している。そのため，納入価格

の見直しをしてもらいたいと考え，当社から小売業者等に対して価格交渉を申し入れ

たところ，小売業者等は，製造委託先を変更するため，同業他社との間で製造委託に

係る交渉を始め，当社との取引を切ろうとしたことがある。 

取引がなくなるよりは良いと考えて現状の価格での取引を継続することに応じたた

め，この小売業者等と取引している商品の中には，人件費も出せないような利益水準

となっているものもある。 

 

○ 取引先の総合スーパーから，当社が納品している商品について，４月４日から１週

間特売を実施するため，この期間は納品価格を半額にしてほしいと要請された。また，

併せて，当該期間には通常の１０倍の商品量を納入してほしいと要請された。通常で

あれば取引数量が増えることはありがたいことだが，半額での納品に応じるためには

当社は完全に赤字水準となり，販売数量が増える分当社の赤字幅が大きくなってしま

うことになる。 

 

○ 小売業者等との取引では，当初の取引条件を設定する際，１回当たりの最低発注ロ

ットを１０ケースなどと設定し，その取引条件を前提として納品単価を設定していた

が，在庫回転率が悪いことなどを理由として，納品単価をそのままにして，最低発注

ロットだけを半分に下げるように要請された。 

元々の利益率が低い取引条件をさらに不利となるように変更されるものであるが，
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もし要請を断ってしまうと製造委託先を変えられてしまうおそれがあるため，応じざ

るを得ないものとなっている。 

 

○ ＰＢ商品の場合，商品の改廃やリニューアルが行われる度に，現在受託している当

社のみならず，そのライバルメーカー２，３社にも声がかかり，コンペ形式を使って

納入価格の引下げが行われている。当社としては，これ以上納入価格を引き下げるこ

とが難しい利益水準の商品であっても，取引を失ってライバルメーカーにシェアを奪

われると困ると考える場合には，価格の引下げに応じている。 

 

○ コンビニエンスストアとの取引では，原材料の品目・構成比，その仕入費用ととも

に，当社の決算関係資料についても開示しており，開示した資料を基に，当社の製造

原価を把握しているにもかかわらず，その金額とかけ離れた価格で納入価格を設定さ

れ，交渉の余地がなかった。 

そうした中で，このコンビニエンスストアからの発注数量は昨年だけで２０％以上

減少したが，納品価格はそのまま据え置くように要請された。それでも，当社は，こ

のコンビニエンスストアとの取引依存度が非常に高く，取引を継続するためには応じ

ざるを得ない状況にあった。 
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⑼ その他不利益となる要請 
ア 要請の有無 

製造業者等に対し，小売業者等から，ＰＢ商品の取引に関して，後記⑼ウ（図７７）に

あるようなその他不利益となる要請をされたことがあるかを聞いたところ，集計対象と

した１，８３５取引のうち，「要請されたことがある。」が７０取引（３．８％），「要請

されたことはない。」が１，７２５取引（９４．０％）等の結果であった。 

 

図７５ 要請の有無 

 

 

イ 要請への対応 

前記⑼アで「要請されたことがある。」と製造業者等が回答した７０取引について，当該

要請にどのように対応したかを聞いたところ，「受け入れた。」が４０取引（５７．１％），

「撤回させることができた。」が２２取引（３１．４％）等の結果であった。 

 

図７６ 要請への対応 

 

 

ウ 要請の内容 

前記⑼イで「受け入れた。」と製造業者等が回答した４０取引について，要請が行われ

た事情を聞いたところ，主たる回答は下図のとおりであった。 

 

図７７ 要請の内容（複数回答可） 

要請の内容 取引数 

契約上特に定めがないにもかかわらず，出荷の条件として新たな検査を受け

るよう求め，検査に要した費用を負担させるもの 
２２取引 

事前に一定数量を示して発注を確約していたにもかかわらず，小売業者等の

一方的な都合により，発注数量を著しく減少する又は発注を取り消すもの 
１７取引 

あらかじめ定められた検査基準を恣意的に厳しくして，発注内容と異なるこ

と又は瑕疵があることを理由に，やり直しをさせるもの 
６取引 

商品の製造委託を受けて，原材料，包装資材等を調達しているにもかかわら

ず，小売業者等の一方的な都合により，当該調達に要した費用を支払うこと

なく，発注を取り消すもの 

６取引 

3.8%

94.0%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

要請されたことがある。 要請されたことはない。 無回答

57.1% 31.4% 11.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=70）

受け入れた。 撤回させることができた。 無回答
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エ 要請を受け入れた理由 

前記⑼イで「受け入れた。」と製造業者等が回答した４０取引について，受け入れた理

由を聞いたところ，主たる回答は下図のとおりであった。 

 

図７８ 要請を受け入れた理由（複数回答可） 

要請を受け入れた理由 取引数 

要請を断った場合に，今後の取引数量，取引高等に影響があると自社が判断

したため。 
２５取引 

短期的には不利益となっても，将来的にそれ以上の利益が見込まれると自社

が判断したため。 
２１取引 

同業他社が要請に応じている中で，自社だけが応じないとすることが困難で

あったため。 
１１取引 

 

オ 費用負担の方法 

前記⑼イで「受け入れた。」と製造業者等が回答した４０取引について，要請により生

じた費用の負担方法を聞いたところ，回答は下図のとおりであった。 

 

図７９ 費用負担の方法 

費用負担の方法 取引数 

全て自社又は自社のグループ内で負担した。 ３４取引 

生じた負担の全部又は一部を自社に納入している事業者にも負担してもら

った。 
１取引 

無回答 ５取引 

 

カ 具体的回答事例 

製造業者等に対する書面調査及びヒアリングの結果，「その他不利益となる要請」に係

る具体的な事例として，次のような回答があった。 

○ 小売業者等との取引では，品質管理でいえば，１商品につき年に１回，小売業者等

の子会社が行う監査を受けなければならず，１回当たり１５万円の費用負担が発生す

る。このほか，安全性を確認するための残留放射能の検査でも，国の水準と比較して１

ケタ以上厳しい水準をクリアすることが求められるため，追加の検査のために費用が

発生している。消費者に対して安全性をアピールしたいのは理解できるが，全て製造

業者等の負担で行おうとするのは納得できないものである。とはいえ，非常に知名度

の高い取引先からのＰＢ商品の製造委託がなくなると，金融機関や他の取引先から，

「あの会社は，あの小売業者等から取引を切られた。」とみられ，信用不安を招くおそ

れがあるため，一旦大手の小売業者等とＰＢ商品の取引を始めると，要請に応じて取

引を続けていかざるを得ない。 

 

○ 食品スーパーとの取引では，取引条件として検査費用に係る項目は設定されていな

いが，この食品スーパーが指定した業者で検査を受けなければ商品を受領してもらう

ことができない。また，近年の消費者の安全志向の高まりを受け，この食品スーパー
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から要求される検査項目や検査基準は年々厳しくなり，必要以上と思われる検査を受

けるように求められるようになっている。 

ＰＢ商品の場合，本来は，商品の安全を確保するための検査費用については，委託

事業者が一部は負担すべきと考えているが，こうした検査に係る費用は全て当社の負

担となっており，当社の利益を圧迫している。 

 

○ 総合スーパーとの取引では，ＰＢ商品のラベルについて，総合スーパーが作成した

デザインを基に，当社の費用で印刷用のラベルの版を作成している。しかし，昨年秋

から今年にかけて，この総合スーパーは，商品に総合スーパーのロゴを入れる，ラベ

ルの表示方法を変える等の理由で事前に取引条件に含まれていなかったラベルのリニ

ューアルを頻繁に行い，その度にデザインの変更が必要になったため，版の作成の費

用負担が余分に発生した。こうした費用は，事前の取引条件として示されていなかっ

たので，納入費用に含めることはできなかった。 

 

○ 菓子店との間で，豆菓子をＰＢ商品として取引している。豆という商品の特性上，

外観からは区別がつかないが，実際に食してみると非常に触感が固いものが含まれる

ことがあり，こうした商品を出荷時点で完全に排除することは難しい。そうした商品

特性上の問題があることは，事前に双方承知の上で，販売を開始していたが，消費者

から固いというクレームがついたことをきっかけにして，今年の１月にこの菓子店が

全商品の回収を行なった。そしてその回収と，廃棄に要した費用の全額に相当する数

百万円の負担を当社に要請してきた。 

当社としては，事前に協議し，先方も承知していた内容であったため，負担要請に

は応じることができないと一旦伝えたが，費用負担に応じなければ今後の取引を行わ

ない旨を強く示唆されたため，費用の一部負担に応じることにした。 

 

○ 小売業者等とは，パッケージのデザインや表示について協議し，確認しながらＰＢ

商品の企画開発を進めているが，一旦合意しても，内部で了承を得られなかった，消

費者に好評でなかった等の理由で，全ての責任を当社に押し付け，費用を全て当社負

担とした上で，やり直しを要請してくる場合がある。当社としては納得できないもの

であるが，この小売業者等との取引全体に与える影響を考えると，要請に応じざるを

得ない。 
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６ 小売業者等の店頭で取り扱われる商品に占めるＰＢ商品の割合の増加に伴う影響 
⑴ 製造業者等のＰＢ商品の取引に生じている影響 

ア ＰＢ商品の取引に生じている影響の有無 

製造業者等に対し，近年，小売業者等の店頭で取り扱われる商品に占めるＰＢ商品の

割合が増加していることにより，自社のＰＢ商品の取引に影響が生じているかを聞いた

ところ，集計対象とした１，８３５取引のうち，影響があるとの回答が９６６取引

（５２．６％）等の結果であった。 

 

図８０ ＰＢ商品の取引に生じている影響の有無 

 
 

イ ＰＢ商品の取引に生じている影響の内容 

前記⑴アで影響があると製造業者等が回答した９６６取引について，自社のＰＢ商品の

取引に生じている影響の内容を聞いたところ，「自社のＰＢ商品の取引数量が増加してい

る。」が６７３取引（６９．７％），「他社のＰＢ商品の取引が増加したことにより，自社の

ＰＢ商品の取引数量が減少している。」が３１７取引（３２．８％）等の結果であった。 

 

図８１ ＰＢ商品の取引に生じている影響の内容（複数回答可） 

 
 

ウ 取引高全体に占めるＰＢ商品に係る取引高の割合の推移 

製造業者等に対し，３事業年度前と直近事業年度を比較した場合の取引高全体に占め

るＰＢ商品に係る取引高の割合の推移を聞いたところ，集計対象とした１，８３５取引

のうち，「増加している。」との回答が５９１取引（３２．２％）等の結果であった。 

 

図８２ 取引高全体に占めるＰＢ商品に係る取引高の割合の推移 

 

52.6% 46.0%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

影響がある。 特に影響はない。 無回答

69.7%

32.8%

17.8%

4.9%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

全体（Ｎ=966）

自社のＰＢ商品の取引数量が増加している。

他社のＰＢ商品の取引が増加したことにより，自社のＰＢ商品の取引数量が減少している。

小売業者等の同業他社の価格水準に合わせ，納入単価の引下げを求められている。

販売価格に見合わないような水準の原材料の使用，容量の増加を求められている。

その他

32.2% 45.0% 20.4%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

増加している。 変わらない。 減少している。 無回答
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エ ＰＢ商品の取引高の割合が増加したことによる影響 

前記⑴ウで「増加している。」と製造業者等が回答した５９１取引について，小売業者

等との取引高全体に占めるＰＢ商品に係る取引高の割合が増加したことによる影響を聞

いたところ，「営業利益率が低下している。」が２０４取引（３４．５％），「ＰＢ商品の

製造に対応するため工場の稼働率の余力がなくなり，生産量の調整が行いにくくなって

いる。」が１５１取引（２５．５％）等の結果であった。 

 

図８３ ＰＢ商品の取引高の割合が増加したことによる影響（複数回答可） 

 
 

⑵ 小売業者等の店頭で取り扱われるＰＢ商品の割合の増加により自社のＮＢ商品の取引に

生じている影響 
ア ＮＢ商品の取引に生じている影響の有無 

製造業者等に対し，近年，小売業者等の店頭で取り扱われる商品に占めるＰＢ商品の

割合の増加により，自社のＮＢ商品の取引に影響が生じているかを聞いたところ，集計

対象とした１，８３５取引のうち，影響があるとの回答が５６８取引（３１．０％）等

の結果であった。 

 

図８４ ＮＢ商品の取引に生じている影響の有無 

 

  

34.5%

25.5%

23.0%

21.8%

19.6%

15.1%

15.2%

0% 10% 20% 30% 40%

全体（Ｎ=591）

営業利益率が低下している。

ＰＢ商品の製造に対応するため工場の稼働率の余力がなくなり，生産量の調整が行いにくくなっている。

取引依存度が高くなり，小売業者等からの要請に応じざるを得なくなる。

自社の商品のブランド力が低下している。

原料の規格変更が行いにくくなり，自由な商品作りができない。

小売業者等との価格交渉等において，他の小売業者等との差別化を図るため，ＰＢ商品の仕入価格の引下げを求められている。

その他

31.0% 60.9%

8.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

影響がある 特に影響はない 無回答
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イ ＮＢ商品の取引に生じている影響の内容 

前記⑵アで影響があると製造業者等が回答した５６８取引について，自社のＮＢ商品

の取引に生じている影響の内容を聞いたところ，「自社のＮＢ商品の取引数量が減少して

いる。」が４１７取引（７３．４％），「これまでＰＢ商品の製造委託に応じていなかった

ＮＢ商品についても，ＰＢ商品の製造委託の要請を受けるようになった。」が１４２取引

（２５．０％）等の結果であった。 

 

図８５ ＮＢ商品の取引に生じている影響の内容（複数回答可） 

 
 

⑶ 具体的回答事例 
製造業者等に対する書面調査及びヒアリングの結果，「ＰＢ商品市場の拡大による影響」

に係る具体的な事例として，次のような回答があった。 

○ ＰＢ商品の場合，使用する原材料の仕入先の変更，商品の改良等を実施する際には，

委託先に対して使用する原材料の変更を申請し，テストと試食を重ね，それがクリアさ

れた後に改めて取引価格を設定するという過程を経なければならない。そうした過程に

半年程度が必要となっているため，自由な商品作りを行いにくくなっている。 

 

○ 取引条件のうち，取引年数や取扱数量といった事項は口頭のみで行われ，書面化して

もらうことはできないため，ＰＢ商品の製造のために初期投資を行っても，減価償却が

できる前に取引が打ち切られてしまうような場合もある。 

 

○ 小売業者との間で，同一商品カテゴリについてＰＢ商品とＮＢ商品の取引を行うと，

競合が生じ，トータルでの当社の売上高の増加につながらない場合がある。また，ＰＢ

商品の取引高の割合が高くなると委託先の発言力が増し，様々な要請を受けた場合に断

りにくくなる。 

 

  

73.4%

25.0%

22.4%

19.4%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

全体（Ｎ=568）

自社のＮＢ商品の取引数量が減少している。

これまでＰＢ商品の製造委託に応じていなかったＮＢ商品についても，ＰＢ商品の製造委託の要請を受けるようになった。

ＮＢ商品の店頭での陳列場所が消費者の目につきにくい場所に変更された。

同一商品カテゴリのＰＢ商品の価格水準に合わせ，納入単価の引下げを求められている。

その他
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７ 消費税の扱いについて 
⑴ 納入価格への転嫁 

製造業者等に対し，小売業者等とのＰＢ商品の取引において，消費税率の引上げ分を納入

価格に転嫁できたかを聞いたところ，集計対象とした１，８３５取引のうち，「おおむね転

嫁できた（できそうである。）。」が１，４７０取引（８０．１％），「ある程度転嫁できた（で

きそうである。）。」が１３０取引（７．１％），「あまり転嫁できなかった（できない見込み

である。）。」が４６取引（２．５％），「ほとんど転嫁できなかった（できない見込みである。）。」

が５３取引（２．９％）等の結果であった。 

 

図８６ 納入価格への転嫁 

 

 

⑵ 転嫁拒否等の行為の有無 
製造業者等に対し，消費税の価格転嫁に係る交渉において，小売業者等から消費税の転嫁

拒否等の行為を受けたことがあるかを聞いたところ，集計対象とした１，８３５取引のうち，

「受けたことがある。」が２２取引（１．２％），「受けたことはない。」が１，７５６取引

（９５．７％）等の結果であった。 

 

図８７ 転嫁拒否等の行為の有無 

 
 

⑶ 要請への対応 
前記⑵で「受けたことがある。」と製造業者等が回答した２２取引について，当該要請に

どのように対応したかを聞いたところ，「受け入れた。」が９取引（４０．９％），「撤回させる

ことができた。」が１２取引（５４．５％）等の結果であった。 

 

図８８ 要請への対応 

 

80.1%

7.1%
2.5%

2.9%
4.6%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

おおむね転嫁できた（できそうである。）。 ある程度転嫁できた（できそうである。）。
あまり転嫁できなかった（できない見込みである。）。 ほとんど転嫁できなかった（できない見込みである。）。
どちらともいえない。 無回答

1.2%

95.7%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=1,835）

受けたことがある。 受けたことはない。 無回答

40.9% 54.5%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=22）

受け入れた。 撤回させることができた。 無回答
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⑷ 要請の内容 
前記⑶で「受け入れた。」と製造業者等が回答した９取引について，要請の内容を聞いた

ところ，主たる回答は下図のとおりであった。 

 

図８９ 要請の内容（複数回答可） 

要請の内容 取引数 

商品の内容量を減らす等の仕様変更により，単価を消費税率引上げ後も据え

置くこととされたが，仕様変更による自社のコスト削減効果が小さいため，

消費税率の引上げを反映した額よりも低い単価での取引の要請 

５取引 

今後，消費税率が引き上げられることを見据え，引き上げられる消費税分に

見合った額（又は率）を納入価格から引き下げるための値下げの要請 
４取引 

 

⑸ 具体的回答事例 
製造業者等に対する書面調査及びヒアリングの結果，「消費税の扱い」に係る具体的な事

例として，次のような回答があった。 

○ 毎年１～２回行われている小売業者等の商品説明会の場で，担当課長が，「消費税率引

上げ後の４月以降も小売価格を変えないのを前提として話を進める。」と言っていた。そ

の後，商品の規格や内容量等の仕様を変更することで小売価格を変えないようにするとの

ことであった。その場で具体的な方法については説明されなかったが，当社が卸している

商品は，５枚で一組となっており，大きさや枚数等を変更しにくい商品であることから，

仕様の変更方法によっては，当社の利益に大きく影響することになる。 

 

○ 取引先の総合スーパーでは，今年４月からの消費税率の引上げを見越して半年ほど前か

らＰＢ商品について，複数の製造業者に声をかけ，最も良い取引条件を提示した製造業者

に製造を委託するというコンペ形式を取って，本体価格の引下げが行われた。コンペの中

で消費税率の引上げ分又はそれ以上の本体価格の引下げを提示した製造業者がいたため，

納入業者としては，結果的に消費税の引上げ分を納入価格に転嫁することができなかっ

た。 

 

○ 消費税率の引上げの際に，税率引上げ分を納入価格に転嫁することができたが，その後，

小売業者が店頭販売価格を値下げするために，４月以降の納入価格の値下げを求められる

ことが多くなっている。また，食品スーパーの中には，新商品の採用に合わせて現行品の

値下げを求めてくるところもある。 
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第３ 調査結果のまとめ 
１ 調査結果の概要 

⑴ 優越的地位の濫用となり得る行為の状況 
ア ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る要請 

(ア) ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る要請の状況 

製造業者等に対し，ＰＢ商品の取引を開始した経緯について聞いたところ，集計対象

とした１，８３５取引のうち，「ＮＢ商品の取引のある小売業者等から要請を受けた。」

が８５０取引（４６．３％），「ＮＢ商品の取引がない小売業者等から要請を受けた。」

が３０６取引（１６．７％）となっており，ＰＢ商品の取引は，ＮＢ商品の取引の有無

にかかわらず，小売業者等から要請を受けて開始されることが相対的に多いという結果

であった。 

そして，製造業者等から回答のあった１，８３５取引について，小売業者等からＰＢ

商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行為を受けたとの回答が

あった取引数，及び各取引数が１，８３５取引に占める割合について，具体的な行為

の内容ごとに，それぞれ一覧表の形でまとめると，図９０のとおりとなる。 

また，図９０においては，１つの取引で小売業者等から複数の行為を受けたものの

重複は排除していないが，この重複を排除すると，１，８３５取引のうち，小売業者

等から，ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行為を１つ

以上受けたとの回答があった取引は，合計欄に記載の１９８取引となる。 

 

図９０ ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行為 

行為の内容 
優越的地位の濫用と 

なり得る行為を受けたと
回答した取引数 

集計対象取引数に 

占める割合 

原価構成や製造工程に係る情報など，開示するこ
とにより価格交渉等において不利な立場に立つ
こととなる情報の開示を取引条件として設定す
るもの 

１５６取引 ８．４％ （156/1835） 

ＮＢ商品と同水準の原材料の使用を求めるにも
かかわらず，取引価格についてはＮＢ商品より著
しく低い価格での取引を要請するもの 

９０取引 ４．９％ （90/1835） 

利益率が低い等により製造委託の要請を断ろう
としたところ，ＮＢ商品の取引の中止，取引数量
の減少をちらつかせ，製造委託に応じるように要
請するもの 

３９取引 ２．１％ （39/1835） 

ＰＢ商品の取引を開始することを条件に，本来支
払う必要のないリベート・協賛金等の負担を要請
するもの 

２０取引 １．１％ （20/1835） 

その他（月 1回特売をすることを取引条件とする
もの，ＰＢ商品を製造するためにＮＢ商品の製造
を取り止めるよう要請するもの等） 

２５取引 １．４％ （25/1835） 

合計 １９８取引 １０．８％ （198/1835） 
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図９０によると，ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る

行為の内容として，製造業者等からの回答数が最も多かった内容は，原価構成や製造

工程に係る情報など，開示することにより価格交渉等において不利な立場に立つこと

となる情報の開示を取引条件として設定するもの（１５６取引）であった。この１５６

取引のうち５６取引（３５．９％）においては，取引を開始した後にも，取引の対価

の一方的決定，減額等となり得る行為が行われていた。ＰＢ商品の取引を開始する際

にこうした情報開示が取引条件として設定されている取引では，製造業者等の取引上

の地位が小売業者等に対して不利なものとなり，取引を開始した後においても優越的

地位の濫用となり得る行為が行われやすくなっているものと考えられる。 

また，ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行為として，

次に回答数が多かった内容は，ＮＢ商品と同水準の原材料の使用を求められるにもか

かわらず，取引価格についてはＮＢ商品より著しく低い価格での取引を要請するもの

（９０取引）であった。この９０取引のうち４６取引（５１．１％）においては，製

造業者等は，取引を開始した後にも，小売業者等から，小売業者等の同業他社の価格

水準に合わせ，納入価格の引下げを求められていると回答しており，ＰＢ商品の取引

に関しては，製造業者等にとって厳しい価格水準による取引が行われている様子がう

かがえる。 

 

(イ) 小売業者等の業態 

前記⑴ア(ア)でＰＢ商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行為

を１つ以上受けたと回答した１９８取引について，要請等を行った小売業者等を業態別

にみると，総合スーパーが５１取引（２５．８％），生協が４９取引（２４．７％），卸

売業者が２７取引（１３．６％），コンビニエンスストアが２１取引（１０．６％），食

品スーパーが１１取引（５．６％）等の結果であった。 

 

図９１ ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行為を行った

小売業者等の業態 

 

 

  

25.8% 24.7% 13.6% 10.6%

5.6%
2.0%

1.0% 0.5%
0.5% 6.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=198）

総合スーパー 生協 卸売業者 コンビニエンスストア
食品スーパー ディスカウントストア ドラッグストア 専門量販店
通販業者 その他
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イ ＰＢ商品の取引に係るその他不当な要請 

(ア) ＰＢ商品の取引に係るその他優越的地位の濫用となり得る行為の状況 

製造業者等から回答のあった１，８３５取引について，小売業者等から前記ア以外の

優越的地位の濫用となり得る行為を受けたとの回答があった取引数，各取引数が集計

対象である１，８３５取引に占める割合について，行為類型ごとに，それぞれ一覧表

の形でまとめると，図９２のとおりとなる。 

また，前記アと同様に，図９２において回答の重複を排除すると，１，８３５取引のう

ち，小売業者等から，前記ア以外の優越的地位の濫用となり得る行為を１つ以上受けたと

の回答があった取引は合計欄に記載の１６２取引（８．８％）となる。 

 

図９２ ＰＢ商品の取引に係るその他優越的地位の濫用となり得る行為 

行為類型 
優越的地位の濫用となり得る 

行為を受けたと回答した取引数 

集計対象取引数に 

占める割合 

購入・利用の要請 ４２取引 ２．３％ （42/1835） 

協賛金等の負担の要請 ６７取引 ３．７％ （67/1835） 

従業員等の派遣の要請 ３０取引 １．６％ （30/1835） 

受領拒否 １０取引 ０．５％ （10/1835） 

返品 １２取引 ０．７％ （12/1835） 

支払遅延 ２取引 ０．１％ （2/1835） 

減額 ７取引 ０．４％ （7/1835） 

取引の対価の一方的決定 １６取引 ０．９％ （16/1835） 

その他不利益となる要請 ４０取引 ２．２％ （40/1835） 

 

契約上特に定めがないにもかかわらず，出荷の条
件として新たな検査を受けるよう求め，検査に要
した費用を負担させるもの 

２２取引 １．２％ （22/1835） 

事前に一定数量を示して発注を確約していたにも
かかわらず，小売業者等の一方的な都合により，発
注数量を著しく減少する又は発注を取り消すもの 

１７取引 ０．９％ （17/1835） 

 

あらかじめ定められた検査基準を恣意的に厳し
くして，発注内容と異なること又は瑕疵があるこ
とを理由に，やり直しをさせるもの 

６取引 ０．３％ （6/1835） 

 

商品の製造委託を受けて，原材料，包装資材等を
調達しているにもかかわらず，小売業者等の一方
的な都合により，当該調達に要した費用を支払う
ことなく，発注を取り消すもの 

６取引 ０．３％ （6/1835） 

合計 １６２取引 ８．８％ （162/1835） 
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図９２によると，前記ア以外の不当な要請としては，回答がほとんどみられない

行為類型もあるが，これまでの実態調査と同様に，「協賛金等の負担の要請」，「購入・

利用の要請」，「従業員等の派遣の要請」などの優越的地位の濫用となり得る行為を受け

たとの回答が一定程度みられた 8ほか，「その他不利益となる要請」を受けたとの回答の

割合も相対的に高くなっていた。 

そして，「その他不利益となる要請」の具体的内容としては，契約上特に定めがない

にもかかわらず，出荷の条件として新たな検査を受けるよう求め，検査に要した費用

を負担させるものとの回答が２２取引と相対的に多くなっていた。そして，この２２

取引について，受入検査に係る事項が発注書面に記載されているかどうかをみる

と，２２取引全てにおいて，そのような事項が記載されてないとの回答であった。こ

のことから，事前に取引条件として定めていなかった事項について，その後の取引の

中で費用負担が必要な状況が発生した際に，製造業者等に負担が要請されているもの

と考えられる。 

 

 (イ) 小売業者等の業態 

前記⑴イ(ア)でＰＢ商品の取引に係るその他優越的地位の濫用となり得る行為を受けた

と回答した１６２取引について，要請等を行った小売業者等を業態別にみると，総合ス

ーパーが３２取引（１９．８％），卸売業者が２６取引（１６．０％），食品スーパーが２４

取引（１４．８％），生協が２３取引（１４．２％），コンビニエンスストアが１９取引

（１１．７％）等の結果であった。 

 

図９３ ＰＢ商品の取引に係るその他優越的地位の濫用となり得る行為を行った小売業

者等の業態 

 
  

8 「大規模小売業者等と納入業者との取引に関する実態調査報告書」（平成２４年７月公表）では，集計対象取引に占める

優越的地位の濫用となり得る協賛金等の負担の要請を受けたと回答した取引が８．４％，購入・利用の要請が５．４％，

従業員等の派遣の要請が３．３％等であり，他の行為類型に比べて相対的に多い結果であった。 

19.8% 16.0% 14.8% 14.2% 11.7%

2.5%
1.2%

1.2%
0.6%

10.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=162）

総合スーパー 卸売業者 食品スーパー 生協
コンビニエンスストア ディスカウントストア ドラッグストア 専門量販店
通販業者 その他
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ウ 小括 

前記のＰＢ商品の取引条件の設定等に係る要請（図９０）と，ＰＢ商品の取引に係るそ

の他の不当な要請（図９２）の間でも重複がみられるところであるが，この重複を排除

すると，調査対象とした１，８３５取引のうち，ＰＢ商品の取引を通じて，小売業者等

から１つ以上優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答した取引は２９０取引

（１５．８％）となる。 

そして，この２９０取引について，要請等を行った小売業者等を業態別にみると，総合

スーパーが６７取引（２３．１％），生協が５３取引（１８．３％），卸売業者が４７取引

（１６．２％），コンビニエンスストアが３４取引（１１．７％），食品スーパーが３１取

引（１０．７％）等の結果であった。 

 

図９４ ＰＢ商品の取引に係る優越的地位の濫用となり得る行為を行った小売業者等の業態 

 

さらに，本調査では，製造業者等から回答のあった１，８３５取引について，小売業者

等の業態をみると，総合スーパーは３０２取引，生協は２６４取引，卸売業者は３３４

取引，コンビニエンスストアは１６２取引，食品スーパーは２４３取引となっていたと

ころ（本文図１１参照），これら業態別の取引数のうち，１つ以上優越的地位の濫用とな

り得る行為を受けたとの回答があった取引数の割合をみると，総合スーパーは３０２取

引中６７取引（２２．２％），生協は２６４取引中５３取引（２０．１％），卸売業者は３３４

取引中４７取引（１４．１％），コンビニエンスストアは１６２取引中３４取引

（２１．０％），食品スーパーは２４３取引中３１取引（１２．８％）となっていた。 

 

図９５ 業態別の取引数に占める優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答し

た取引数の割合 

  

23.1% 18.3% 16.2% 11.7% 10.7% 6.9%

2.1%
1.0%

1.4%
1.0% 0.3%

7.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=290）

総合スーパー 生協 卸売業者
コンビニエンスストア 食品スーパー ボランタリチェーン本部
ディスカウントストア ドラッグストア 企画開発会社
専門量販店 通販業者 その他

22.2%

20.1%

14.1%

21.0%

12.8%

0% 10% 20% 30%

総合スーパー（N=302）

生協（N=264）

卸売業者（N=334）

コンビニエンスストア（N=162）

食品スーパー（N=243）
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⑵ 下請法の適用対象となり得る取引における状況 
ア 調査結果の概要  

小売業者等が自社のＰＢ商品の製造を他の事業者に委託することは，原則として下請法

上の「製造委託」に該当する。また，下請法上，この製造委託に関して下請法の適用対

象となる取引は，資本金３億円超の小売業者等と資本金３億円以下の製造業者等の間の

取引となっている。そして，この資本金区分に該当する「製造委託」の取引において，

下請法が禁止する行為類型に当たる行為が行われた場合には，原則として下請法上問題

となる。 

下請法が禁止する行為類型と，優越的地位の濫用として問題となる行為類型には共通

する行為類型があるところ，その共通する行為類型について，図９２において優越的地位

の濫用となり得る行為を受けたとの回答があった取引数（①）及び①の取引数のうち前記

の資本金区分でみた場合に下請法の適用対象となる取引数（②）について一覧表の形でま

とめると，図９６のとおりとなる。 

図９６において回答の重複を排除すると，小売業者等から優越的地位の濫用となり得

る行為を受けたと回答した取引数は１４０取引，このうち下請法の適用対象となる取引

は６６取引となる。 

 

図９６ 優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答した取引数のうち，下請法の

適用対象となる取引数 

行為類型 
優越的地位の濫用となり得る 

行為を受けたと回答した取引数 

（①） 

①の取引数のうち下請法の適用

対象となる取引数 

（②） 

購入・利用強制 ４２取引 １８取引 

利益提供 
要請 

協賛金等の負担の要請 ６７取引 ３２取引 

従業員等の派遣の要請 ３０取引 １５取引 

受領拒否 １０取引 ７取引 

返品 １２取引 ７取引 

支払遅延 ２取引 １取引 

減額 ７取引 ４取引 

買いたたき（取引の対価の一方的決定） １６取引 １０取引 

合計 １４０取引 ６６取引 

 

図９６によると，優越的地位の濫用となり得る行為の半数近くが下請法の適用対象と

なる取引で行われている様子が見てとれる。 
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イ 小売業者等の業態  

前記⑵アの６６取引について，下請法上問題となり得る行為を行った小売業者等を業態

別にみると，生協が１５取引（２２．７％），総合スーパーが１４取引（２１．２％），

コンビニエンスストア及び食品スーパーが共に９取引（１３．６％），卸売業者が６取引

（９．１％）等となっており，図９３及び図９４と比較すると，下請法上問題となり得

る行為では生協の割合が大きくなっていた。 

 

図９７ 下請法上問題となり得る行為を行った小売業者等の業態 

 

  

22.7% 21.2% 13.6% 13.6% 9.1%

4.5%
1.5%

1.5%

12.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=66）

生協 総合スーパー コンビニエンスストア

食品スーパー 卸売業者 ボランタリチェーン本部

ディスカウントストア ドラッグストア その他
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２ ＰＢ商品の取引の開始時期と小売業者等からの要請等の開始時期との関係 
⑴ 要請等の開始時期 

小売業者等から１つ以上優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと製造業者等が回答

した２９０取引について，小売業者等からの要請等が，ＰＢ商品の取引開始後に行われるよ

うになったものであるかを聞いたところ，「ＰＢ商品の取引開始後に初めて行われるように

なった。」との回答が１１６取引（４０．０％），「ＰＢ商品の取引開始前から行われていた。」

との回答が１４７取引（５０．７％）等の結果であった。 

なお，この１１６取引について，要請等を行った小売業者等を業態別にみると，生協が２８

取引（２４．１％），卸売業者が２０取引（１７．２％），コンビニエンスストアが１９取引

（１６．４％），総合スーパーが１６取引（１３．８％），その他が１２取引（１０．３％）

等の結果であった。 

 

図９８ 要請等の開始時期 

 

 

⑵ 要請等に係る負担の程度の変化 
前記⑴で「ＰＢ商品の取引開始前から行われていた。」と製造業者等が回答した１４７取

引について，ＰＢ商品の取引開始後に，小売業者等からの要請等に係る負担の程度がどのよ

うに変化したかを聞いたところ，「増加している。」との回答が３０取引（２０．４％），「変

わらない。」が９５取引（６４．６％），「減少している。」が１８取引（１２．２％）等の結

果であった。 

 

図９９ 要請等に係る負担の程度の変化 

 

 

  

40.0% 50.7% 9.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=290）

ＰＢ商品の取引開始後に初めて行われるようになった。
ＰＢ商品の取引開始前から行われていた。
無回答

20.4% 64.6% 12.2%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（Ｎ=147）

増加している。 変わらない。 減少している。 無回答
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３ 優越的地位の濫用となり得る行為が見られた取引の傾向 
⑴ 小売業者等とのＰＢ商品に係る年間取引高と，優越的地位の濫用となり得る行為がみられ

た取引との相関 
集計対象とした１，８３５取引のうち，小売業者等とのＰＢ商品に係る年間取引高につい

て製造業者等から回答のなかった１２６取引を除く１，７０９取引を対象として，小売業者

等とのＰＢ商品に係る年間取引高を基に区分すると，図１００の「区分に該当する取引数」

欄に記載の取引数となる。 

また，各区分の取引数の中で，小売業者等から１つ以上優越的地位の濫用となり得る行為

を受けたと製造業者等が回答した取引数は，図１００の「優越的地位の濫用となり得る取引

数」欄に記載の取引数となる。 

そして，各区分の取引数に占める優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答した取

引数の割合をみると，「３億円超」の区分で最も割合が高くなっており，ＰＢ商品に係る年

間取引高が大きい取引において，優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答した取引

数の割合が高くなるという傾向がみられた。 

 

図１００ 小売業者等とのＰＢ商品に係る年間取引高と，優越的地位の濫用となり得る行為がみら

れた取引との相関 

小売業者等との 
ＰＢ商品に係る 
年間取引高 

5000万円 

以下 

5000万円超 

1億円以下 

1億円超 

2億円以下 

2億円超 

3億円以下 
3億円超 合計 

優越的地位の濫用と 

なり得る取引の割合 

10.5% 16.4% 16.0% 17.5% 22.1% 15.7% 

69／657 34／207 38／238 24／137 104／470 269/1709 

優越的地位の濫用と 

なり得る取引数 
69 34 38 24 104 269 

区分に該当する 

取引数 
657 207 238 137 470 1709 
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⑵ 小売業者等の資本金と，優越的地位の濫用となり得る行為がみられた取引との相関 
集計対象とした１，８３５取引のうち，小売業者等の資本金について製造業者等から回答

のなかった１１８取引を除く１，７１７取引を対象として，小売業者等の資本金を基に区分

すると，図１０１の「区分に該当する取引数」欄に記載の取引数となる。 

また，各区分の取引数の中で，小売業者等から１つ以上優越的地位の濫用となり得る行為

を受けたと製造業者等が回答した取引数は，図１０１の「優越的地位の濫用となり得る取引

数」欄に記載の取引数となる。 

そして，各取引区分の取引数に占める優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答し

た取引数の割合をみると，「３億円超」の区分で最も割合が高くなっており，資本金が大き

い小売業者等との取引において，優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答した取引

数の割合が高くなるという傾向がみられた。 

 

図１０１ 小売業者等の資本金と，優越的地位の濫用となり得る行為がみられた取引との相関 

小売業者等の 
資本金 

1000 万円 

以下 

1000万円超

5000万円以下 

5000万円超 

3 億円以下 
3 億円超 合計 

優越的地位の濫用と 

なり得る取引の割合 

6.3% 11.6% 12.1% 18.1% 15.9% 

5／80 20／172 35／290 213／1175 273/1717 

優越的地位の濫用と 

なり得る取引数 
5 20 35 213 273 

区分に該当する 

取引数 
80 172 290 1175 1717 
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４ 総括 
⑴ ＰＢ商品の取引の現状と今後  

今回の調査において，ＰＢ商品の取引を行っていると回答した事業者は，小売業者等で

は２３８名（７１．３％），製造業者等では５７０名（６０．６％）となっており（図１及

び図８参照），この製造業者等には資本金３億円以上の者が９０名（１５．８％）含まれて

いた。 

そして，これらのＰＢ商品の取引を行っている事業者に対し，ＰＢ商品の取引を行うよう

になった理由を聞いたところ，小売業者等においては，同業他社との差別化を図るため，企

業のブランドイメージの向上を図るため，消費者の低価格志向に対応するため，の順に回答

が多く，製造業者等においては，安定的な数量の発注を受けることができると考えたため，

小売業者等との取引を開始（拡大）することができると考えたため，生産設備の稼働率を向

上することができると考えたため，といった理由が相対的に多くなっていた（図４及び

図１６参照）ことから，ＰＢ商品の取引を行うことは，小売業者等及び製造業者等の双方に

とって相応のメリットがあると考えられる。 

また，ＰＢ商品の取引を行っていると回答した事業者に対し，３事業年度前と直近事業年

度を比較した場合の取引高全体に占めるＰＢ商品に係る取引高の割合の推移を聞いたとこ

ろ，「増加している。」との回答が，小売業者等では３３１取引（３３．８％），製造業者等

では５９１取引（３２．２％）となっていた（本文図６及び図８２参照）。 

これらから，ＰＢ商品の取引は資本金の大きい製造業者等も含め，幅広く行われるように

なってきており，今後もＰＢ商品の取引を行う事業者や，その取引高が増加する可能性があ

ると考えられる。 

 

⑵ ＰＢ商品の取引を行う上での問題点 
ア ＰＢ商品の取引において優越的地位の濫用となり得る行為が行われる際の特徴 

(ア) 本調査では，ＰＢ商品の取引を開始する際に，小売業者等から取引条件の設定に係る

優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと製造業者等が回答した取引が相対的に多

くなっていた。 

製造業者等からの回答として最も多かった行為の内容は，原価構成や製造工程に係

る情報など，開示することにより価格交渉等において製造業者等が不利な立場に立つ

こととなる情報の開示を取引条件として設定されているものであった。前記⑴ア(ア)に

記載のとおり，こうした情報の開示が取引条件として設定されている取引では，取引

の開始後にも，取引の対価の一方的決定 9，減額等の他の行為類型に該当する行為が行

われる割合が相対的に高くなっていたところであり，公正取引委員会として，上記の

ような情報の開示を取引条件として設定すること自体についても注視していく必要が

ある。 

また，製造業者等からの回答として次に多かった行為の内容は，ＮＢ商品と同水準

の原材料の使用を求められるにもかかわらず，取引価格についてはＮＢ商品より著し

9 「優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方（以下「優越ガイドライン」という。）」において，優越的地位の濫

用として問題となる行為の想定例として，「取引の相手方から，社外秘である製造原価計算資料，労務管理関係資料等を提

出させ，当該資料を分析し，『利益率が高いので値下げに応じられるはず』などと主張し，著しく低い納入価格を一方的に

定めること」が挙げられている。 
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く低い価格での取引を要請されるものであった。こうした行為もそれ自体が優越的地

位の濫用となり得るものであり，公正取引委員会として併せて注視していく必要があ

る。 

(イ) 製造業者等が，ＰＢ商品の取引を開始する際に小売業者等からの取引条件の設定に

係る要請を受け入れている理由の一つに，ＮＢ商品の取引への影響を懸念しているこ

とが考えられる。今回の調査でも，製造業者等が，利益率が低い等の理由により製造

委託の要請を断ろうとしたところ，ＮＢ商品の取引の中止，取引数量の減少をちらつ

かせ，小売業者等から製造委託に応じるように要請されたとの回答が３９取引あった。

また，製造業者等へのヒアリングにおいても，「ＰＢ商品の取引条件を交渉している中

で，ＰＢ商品の製造委託に応じなければＮＢ商品も扱わない旨を示唆され，実際に，

ＮＢ商品の取引の一部を停止された。」旨の具体的な回答があったところであり，ＰＢ

商品の取引を開始する時点でＮＢ商品の取引も行っているような取引においては，製

造業者等は，ＰＢ商品の取引に関する要請を断ると，ＮＢ商品の取引にも影響がある

と考え，自社に不利益となる要請であっても受け入れざるを得ないものとして受け入

れている場合があると考えられる。 

(ウ) 次に，ＰＢ商品の取引開始の際に行われる要請以外の行為としては，「購入・利用の

要請」や「協賛金等の負担の要請」といった典型的な優越的地位の濫用となり得る行

為とともに，「その他不利益となる要請」に係る行為が多くなっていた。 

「その他不利益となる要請」の内容としては，出荷の条件として契約上定めのない検

査を受けるよう求め，検査に要した費用の負担を要請するもの，事前に一定数量を示

して発注を確約していたにもかかわらず，小売業者等の一方的な都合により，発注数

量を著しく減少する又は発注を取り消すものが多くなっていた。こうした行為も，前

記(ア)と同様に優越的地位の濫用となり得るものであるため，公正取引委員会として注

視していく必要がある。 

(エ) 今回の調査では，ＰＢ商品の取引を開始する際の取引条件の設定等に係る優越的地位

の濫用となり得る行為が相対的に多く行われている状況が明らかとなった。その原因

の一つとしては，小売業者等の側において，製造業者等との間で取引条件を設定する

行為が，その態様によっては優越的地位の濫用となり得る行為となることが意識され

にくいためではないかと考えられる。小売業者等が一方的に取引条件を設定するなど

により，製造業者等に不当に不利益を与えることとなる場合は，優越的地位の濫用と

なり得るものであり，ＰＢ商品の取引の拡大が今後も見込まれる中，公正取引委員会

としても，今後，違反行為の未然防止の観点から，こうした点について一層の周知を

図っていく必要がある。 

 

イ 優越的地位の濫用となり得る行為を行った小売業者等の業態 

今回の調査において，１つ以上優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと製造業者等

が回答したＰＢ商品の取引について，小売業者等の業態をみると，総合スーパー，生協，

卸売業者，コンビニエンスストア，食品スーパーとの回答が相対的に多くなっていた

（図９４参照）。 

このため，これらの小売業者等と製造業者等の間で行われるＰＢ商品の取引に関して，

優越的地位の濫用となり得る行為又は下請法上問題となり得る行為が行われることがな
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いよう，今後とも公正取引委員会として注視していく必要がある。 

また，卸売業者については，これまでに実施した実態調査においても，卸売業者から

製造業者に対して，優越的地位の濫用となり得る行為が行われている事例がある旨を指

摘してきたところであるが 10，今回の調査においても，卸売業者から優越的地位の濫用と

なり得る行為を受けている旨の回答が一定程度みられたところである。 

卸売業者が行っている要請等の中には，卸売業者が，自社の利益を図るために要請等

を行っている場合だけでなく，小売業者から要請等を受けた費用を自社だけで負担しき

れず，その費用の一部又は全部の補填を製造業者に要請している場合もあると考えられ

るが，こうした要請等についても，卸売業者と製造業者との間での優越的地位の濫用と

なり得るものである。このため，卸売業者から製造業者に対して行われる要請等につい

ては，今後とも公正取引委員会として注視していく必要がある。 

 

ウ 優越的地位の濫用となり得る行為がみられた取引の傾向 

今回の調査における優越的地位の濫用となり得る行為が行われたＰＢ商品の取引につ

いてみると，①小売業者等とのＰＢ商品に係る年間取引高が大きい取引，及び②資本金

が大きい小売業者等との取引において，製造業者等が小売業者等から優越的地位の濫用

となり得る行為を受けたと回答する割合が高くなるという傾向がみられた。 

製造業者等の立場からすると，小売業者等とのＰＢ商品に係る年間取引高が大きい場

合，又は小売業者等の資本金規模が大きい場合，小売業者等からの要請等の内容が不利

なものであったとしても当該要請を受け入れざるを得ないものとして受け入れる傾向が

あると考えられる。  

10 「物流センターを利用して行われる取引に関する実態調査報告書」（平成２５年８月公表），「大規模小売業者等と納入

業者との取引に関する実態調査報告書」（平成２４年７月公表），「食料品製造業者と卸売業者との取引に関する実態調査報

告書」（平成２３年１０月公表）等を参照。 
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５ 消費税の扱いについて  
今回の調査では，製造業者等に対し，小売業者等とのＰＢ商品の取引において，消費税率の

引上げ分を納入価格に転嫁できたかを聞いたところ，集計対象とした１，８３５取引のうち，

「おおむね転嫁できた（できそうである。）。」が１，４７０取引（８０．１％），「ある程度転

嫁できた（できそうである。）。」が１３０取引（７．１％）となっており，これらを合わせる

と１，６００取引（８７．２％）であった。一方で，「あまり転嫁できなかった（できない見

込みである。）。」が４６取引（２．５％），「ほとんど転嫁できなかった（できない見込みであ

る。）。」が５３取引（２．９％）となっており，これらを合わせると９９取引（５．４％）で

あった。 

また，消費税の価格転嫁に係る交渉において，小売業者等から消費税の転嫁拒否等の行為を

受けたことがあるかを聞いたところ，「受けたことがある。」との回答が２２取引であり，こ

の２２取引のうち，転嫁拒否行為を「受け入れた。」との回答が９取引であった。 

回答のあった９取引の転嫁拒否行為の内容としては，「商品の内容量を減らすなどの仕様変

更により，消費税率引上げ後も単価を据え置くこととされたが，仕様変更による自社のコスト

削減効果が小さいため，消費税率の引上げを反映した額よりも低い単価での取引の要請を受け

た。」が５取引，「今後，消費税率が引上げられることを見据え，引き上げられる消費税分に見

合った額（又は率）の納入価格に引き下げるための値下げの要請を受けた。」が４取引といっ

た結果であった。 

消費税率の引上げ分の価格への転嫁に関しては，今後，消費税率の引上げ後に行われた取引

に関して代金の決済が行われる際に，小売業者等が製造業者等に対し，減額を行ったり，協賛

金等の負担を要請するなどの行為が行われるおそれがあり，引き続き書面調査などによる積極

的な情報収集を行っていく必要がある。  
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第４ 公正取引委員会の対応 
今回の調査の結果，食品分野におけるＰＢ商品の一部の取引において，主として独占禁止法又

は下請法上問題となり得る行為が行われていることが明らかとなった。また，回答数は少ないも

のの，消費税転嫁対策特別措置法上問題となり得る行為が行われていることが明らかとなった。

このため，公正取引委員会は，違反行為の未然防止及び取引の公正化の観点から，調査結果を公

表するとともに，以下の対応を行うこととする。 

 

１⑴ 小売業者等を対象とする講習会を実施し，本調査結果並びに優越ガイドライン及び下請法

の内容を説明する。 

⑵ また，小売業者等の関係事業者団体に対して，本調査結果を報告するとともに，小売業者

等が問題点の解消に向けた自主的な取組を行えるよう，改めて優越ガイドライン等の内容を

傘下会員に周知徹底するなど，業界における取引の公正化に向けた自主的な取組を要請する。 

 

２ 公正取引委員会は，今後とも，食品分野におけるＰＢ商品の取引実態を注視し，独占禁止法，

下請法又は消費税転嫁対策特別措置法上問題となるおそれのある行為の把握に努めるととも

に，これらの法律に違反する行為に対しては，厳正に対処していく。 
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